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第
四
条
（
税
額
控
除
）
 
 

第
一
〇
粂
（
再
配
当
）
 
 

第
九
粂
（
補
完
税
と
予
納
税
）
 
 

第
七
条
（
定
義
外
配
当
）
 
 

第
八
粂
（
税
額
控
除
率
）
 
 

第
六
条
（
第
三
国
居
住
者
へ
の
税
額
控
除
の
容
認
）
 
 

第
五
条
（
控
除
と
還
付
）
 
 

吻
 
親
子
関
係
が
あ
る
と
き
と
は
 
 
 

m
 
税
額
控
除
と
補
完
税
又
は
予
納
税
 
 

吻
 
補
完
税
及
び
予
納
税
制
度
の
効
果
 
 

吻
 
税
額
控
除
の
構
造
と
調
和
の
目
標
 
 
 

川
 
税
額
控
除
の
構
造
1
ど
う
働
く
か
－
 
 

拗
 
税
額
控
除
の
適
用
要
件
の
例
外
 
 

U
 
税
額
控
除
の
適
用
要
件
－
誰
に
控
除
の
権
利
が
与
え
ら
れ
る
か
－
 
 

㈱
 
法
人
の
負
担
と
な
る
効
果
を
回
避
す
る
た
め
の
解
決
策
 
 

U
 
補
完
税
と
予
納
税
－
な
ぜ
必
要
で
、
ど
う
働
く
か
－
 
 

∽
公
益
法
人
等
の
場
合
の
配
当
全
額
課
税
要
件
の
例
外
、
0
0
源
泉
徴
収
税
の
場
合
の
配
当
全
額
課
税
要
件
の
例
外
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四
 
配
当
に
対
す
る
源
泉
徴
収
税
に
関
す
る
規
定
 
 

第
一
六
条
（
最
終
税
額
と
の
関
連
）
 
 

第
一
七
粂
（
源
泉
徴
収
税
の
負
担
）
 
 

第
一
五
条
（
定
義
外
配
当
）
 
 

第
一
四
条
（
源
泉
徴
収
税
）
 
 

第
〓
二
条
（
控
除
費
用
の
負
担
）
 
 

第
一
二
条
（
配
当
源
資
の
充
当
順
序
）
 
 
 

山
 
配
当
の
源
資
－
基
本
ル
ー
ル
1
 
 
 

㈱
 
配
当
源
資
ル
ー
ル
の
個
別
適
用
 
 

第
一
一
条
（
他
加
盟
国
所
在
の
恒
久
的
施
設
の
利
益
の
配
当
）
 
 

拗
 
源
泉
徴
収
税
1
目
的
と
問
題
点
－
 
 

Ⅲ
 
源
泉
徴
収
税
－
通
則
及
び
そ
の
例
外
－
 
 

拗
 
外
国
子
会
社
及
び
恒
久
的
施
設
の
利
益
に
対
す
る
特
則
 
 

U
 
税
額
控
除
－
誰
が
費
用
を
負
担
す
る
か
1
 
 

拗
 
比
例
配
分
基
準
 
 

拗
 
興
っ
た
加
盟
国
に
あ
る
親
会
社
と
子
会
社
の
場
合
 
 

㈹
第
九
粂
の
場
合
、
0
0
第
一
〇
条
及
び
第
一
一
条
の
場
合
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税
額
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収
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九
条
（
控
除
又
は
還
付
の
不
適
用
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一
入
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極
少
額
の
還
付
省
略
）
 
 

第
二
〇
条
（
経
過
的
補
完
税
等
）
 
 

第
二
二
条
（
三
年
以
内
施
行
）
 
 

第
二
一
条
（
E
C
内
平
等
の
原
則
）
 
 
 

第
二
三
条
（
適
用
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囲
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ま
 
え
 
が
 
き
 
 

E
C
の
共
通
法
人
税
制
指
令
案
ま
で
の
E
C
に
お
け
る
検
討
の
経
緯
、
す
な
わ
ち
ノ
イ
マ
ル
ク
報
告
の
二
重
税
率
方
式
の
勧
告
か
ら
、
ヴ
 
 

ァ
ン
・
デ
ソ
ニ
ア
ム
ペ
ル
報
告
の
分
離
方
式
に
よ
る
調
和
の
提
案
を
経
て
、
E
C
委
員
会
指
令
案
の
半
額
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
に
至
 
 

（
注
1
）
 
 

る
経
過
と
問
題
点
に
つ
い
て
は
、
別
稿
で
検
討
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
 
 
 

そ
こ
で
、
本
稿
で
ほ
、
こ
の
E
C
委
員
会
指
令
案
の
各
条
項
に
つ
い
て
、
そ
の
趣
旨
、
期
待
さ
れ
て
い
る
効
果
、
前
提
と
影
響
、
E
C
諸
 
 

国
の
指
令
案
各
条
に
関
す
る
現
行
制
度
等
を
研
究
す
る
こ
と
と
し
た
。
 
 
 

本
来
は
、
別
稿
と
一
体
を
な
す
も
の
で
あ
る
の
で
、
別
稿
と
と
も
に
読
ま
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。
 
 
 

（
注
1
）
 
書
牟
田
勲
「
E
C
の
共
通
法
人
税
制
の
進
展
と
問
題
点
」
（
中
川
一
郎
先
生
古
稀
祝
賀
税
法
学
論
文
集
P
描
で
（
服
0
8
）
。
以
下
の
指
令
案
の
テ
キ
 
 

ス
ト
は
E
焉
O
p
i
a
臼
丁
呂
a
t
i
O
n
く
O
r
－
の
）
宅
〇
．
㌘
…
㌣
ふ
（
－
讐
短
冊
N
〉
㌘
▲
ヂ
適
地
）
p
．
∽
N
～
器
 
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
も
の
に
よ
っ
た
。
 
 

こ
の
指
令
案
は
一
九
七
五
年
八
月
一
日
堅
安
貞
会
よ
り
E
C
理
事
会
へ
提
出
さ
れ
た
 
O
J
Z
〇
．
C
N
∽
∽
O
h
 
N
O
言
m
b
e
r
－
当
∽
 
で
あ
る
。
そ
 
 

の
仮
訳
は
、
大
蔵
省
主
税
局
調
査
部
月
報
ぎ
ー
．
N
N
N
。
．
N
の
翻
訳
を
原
文
と
対
照
精
読
し
、
補
正
し
て
同
論
稿
に
掲
げ
た
も
の
を
用
い
て
い
 
 

る
。
 
 

な
お
、
最
近
に
お
け
る
E
C
の
共
通
法
人
税
側
聞
題
の
進
展
に
つ
い
て
の
二
、
三
の
報
道
を
紹
介
す
る
と
、
次
の
と
お
り
。
（
①
、
②
に
つ
 
 

い
て
詳
し
く
は
、
「
経
理
情
報
」
 
（
中
央
経
済
社
）
ニ
ー
八
号
二
三
頁
以
下
参
照
）
 
 

①
 
ロ
ン
ド
ン
・
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
（
一
．
九
七
九
年
一
月
二
三
日
号
）
…
…
ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル
発
と
し
て
「
E
C
の
（
共
通
）
法
人
税
1
さ
ほ
ど
厳
 
 

し
く
は
な
ら
な
い
模
様
1
」
と
題
し
、
E
C
の
財
政
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ナ
ー
で
あ
る
リ
チ
ャ
ー
ド
・
バ
ー
ク
氏
が
こ
の
問
題
に
つ
い
て
の
議
会
の
 
 

反
対
ほ
今
や
克
服
可
能
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
と
報
じ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
共
通
法
人
税
に
よ
り
会
社
及
び
株
主
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
 
 

二
三
一
 
 
 



第
－
条
（
総
則
－
共
通
税
制
）
 
 

糾
 
加
盟
諸
国
は
、
次
粂
以
下
の
規
定
に
従
い
、
次
の
制
度
を
採
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

二
≡
二
 
 

が
共
同
体
内
の
投
資
が
刺
激
さ
れ
増
大
し
各
国
の
歳
入
の
減
少
は
償
わ
れ
る
と
い
う
も
の
で
、
強
か
っ
た
フ
ラ
ン
ス
社
会
党
の
消
費
者
へ
負
 
 
 

担
が
転
嫁
等
す
る
と
い
う
理
由
の
た
め
の
反
対
等
も
説
得
で
き
よ
う
と
い
う
報
道
で
あ
る
。
 
 

②
 
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ァ
ル
・
タ
イ
ム
ズ
（
一
九
七
九
こ
ハ
 
P
1
1
）
：
 
：
こ
の
記
事
は
「
欧
州
議
会
議
員
、
委
員
会
の
統
合
計
画
を
攻
撃
」
と
 
 
 

題
さ
れ
、
E
C
の
法
人
税
制
統
合
に
つ
い
て
の
委
員
会
提
案
が
、
直
接
選
挙
の
た
め
の
解
散
直
前
の
最
後
の
欧
州
議
会
全
体
会
識
に
お
い
て
、
 
 
 

攻
撃
さ
れ
た
こ
と
を
報
じ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
欧
州
議
会
の
経
済
金
融
委
員
会
（
オ
ラ
ン
ダ
の
ニ
ィ
ポ
ル
グ
議
員
）
が
レ
ポ
ー
ト
を
出
 
 
 

し
ク
状
況
は
ま
だ
そ
の
よ
う
な
行
動
の
た
め
に
、
十
分
熟
し
て
い
な
い
〃
と
結
ん
で
い
る
と
い
う
。
E
C
の
財
政
コ
、
、
、
ツ
シ
ョ
ナ
ー
で
あ
る
 
 
 

リ
チ
ャ
ー
ド
・
パ
ー
ク
氏
は
閣
僚
理
事
会
の
日
程
を
き
め
る
フ
ラ
ス
政
府
を
説
得
す
る
努
力
を
は
じ
め
て
い
る
が
、
議
会
筋
の
反
対
は
な
お
 
 
 

強
い
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
 
 

③
 
タ
ッ
ク
ス
・
マ
ネ
ー
ジ
メ
ソ
ト
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル
〓
九
七
九
年
十
二
月
号
四
七
貢
）
…
…
①
の
オ
ラ
ン
ダ
の
ニ
 
 
 

イ
ポ
ル
ダ
議
員
の
報
告
を
議
会
が
承
認
す
る
決
議
を
採
択
し
た
こ
と
を
報
じ
た
も
の
で
、
こ
の
ニ
イ
ポ
ル
ダ
報
告
は
、
「
法
人
税
及
び
配
当
 
 
 

に
対
す
る
源
泉
徴
収
制
度
の
段
階
的
調
和
に
関
す
る
提
案
に
つ
い
て
の
予
備
的
報
告
」
で
あ
り
、
こ
の
報
告
で
は
、
若
干
の
国
に
お
い
て
行
 
 
 

わ
れ
て
い
る
居
住
者
株
主
と
非
居
住
者
株
主
と
の
間
の
課
税
上
の
差
別
は
で
き
る
だ
け
早
く
終
了
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
ま
た
法
人
税
及
び
 
 
 

配
当
に
対
す
る
源
泉
徴
収
の
調
和
の
準
備
を
す
る
必
要
が
あ
る
と
強
調
し
て
い
る
と
報
じ
て
い
る
。
委
員
会
は
、
議
会
か
ら
〃
法
人
税
の
将
 
 
 

来
の
調
和
の
た
め
の
ガ
イ
ド
・
ラ
イ
ソ
を
定
め
る
第
一
の
提
案
〃
及
び
ク
加
盟
国
の
法
人
税
の
課
税
所
得
の
調
査
と
賦
課
の
制
度
の
整
合
を
 
 
 

図
る
第
二
の
提
案
〃
を
作
成
す
る
こ
と
を
求
め
ら
れ
た
と
も
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
②
と
同
じ
報
告
の
こ
と
を
報
じ
た
も
の
の
よ
う
で
あ
る
が
、
 
 
 

か
な
り
ニ
ュ
ア
ン
ス
が
異
っ
て
い
る
。
 
 
 

一
総
則
及
び
定
義
（
第
一
条
・
第
二
条
）
 
 



な
ぜ
共
通
税
制
と
し
て
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
を
選
ん
だ
か
、
ど
う
い
う
蕎
論
を
経
て
選
ば
れ
た
か
等
は
別
稿
で
詳
し
く
述
べ
た
の
 
 

で
再
説
し
な
い
。
 
 
 

共
通
税
制
と
し
て
の
イ
ソ
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
制
度
や
配
当
源
泉
教
収
税
制
度
の
内
容
は
、
B
、
C
以
下
で
明
ら
か
に
さ
れ
る
。
簡
単
に
言
 
 

え
ば
、
部
分
調
整
方
式
と
し
て
の
は
ば
半
額
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
で
あ
り
、
源
泉
徴
収
税
は
受
取
配
当
の
二
五
％
の
源
泉
徴
収
方
 
 

式
で
あ
る
。
 
 
 

㈲
 
配
当
課
税
の
軽
減
禁
止
 
 
 

第
一
粂
第
二
項
は
、
配
当
課
税
の
軽
減
禁
止
の
規
定
で
あ
る
。
こ
の
規
定
は
、
共
通
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
に
よ
り
税
額
控
除
の
制
 
 

（
注
2
）
 
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る
の
で
、
さ
ら
に
配
当
の
追
加
軽
減
等
を
禁
止
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
 
 
 

今
回
の
共
通
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
制
度
の
下
で
は
税
額
控
除
は
経
済
的
二
重
課
税
の
調
整
措
置
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
現
在
、
イ
 
 

ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
を
採
用
し
て
い
る
各
加
盟
国
で
行
わ
れ
て
い
る
税
額
控
除
に
つ
い
て
は
、
一
方
で
法
人
税
と
株
主
に
対
す
る
所
得
 
 

二
三
三
 
 
 

源
泉
徴
収
制
度
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
 
 

山
 
共
通
税
制
、
基
本
制
度
 
 

こ
の
条
の
第
一
項
で
は
、
法
人
税
に
関
す
る
共
通
税
制
の
対
象
と
す
る
基
本
制
度
は
、
共
通
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
及
び
共
通
配
当
 
 
 

1
法
人
税
に
つ
い
て
の
共
通
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
制
度
 
 
 

1
配
当
に
つ
い
て
の
共
通
の
源
泉
徴
収
税
制
度
 
 

佃
 
加
盟
諸
国
は
、
配
当
課
税
に
つ
い
て
の
一
般
的
軽
減
の
み
を
目
的
と
す
る
条
項
を
維
持
し
又
ほ
導
入
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

（
注
1
）
 
 



二
≡
四
 
 
 

税
と
の
二
重
課
税
を
排
除
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
で
あ
る
と
説
明
す
る
国
も
あ
る
が
、
他
方
、
株
式
投
資
の
イ
ン
セ
ソ
テ
ィ
ブ
の
措
置
で
 
 

あ
る
と
説
明
し
て
い
る
国
も
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
な
お
、
指
令
案
の
こ
の
第
一
粂
第
二
項
は
、
国
際
的
二
重
課
税
の
調
整
の
た
め
の
税
額
控
 
 

（
注
2
）
 
 

除
（
外
国
税
額
控
除
）
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
触
れ
て
い
な
い
と
解
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
外
国
税
額
控
除
が
適
用
さ
れ
て
も
、
こ
 
 

こ
に
い
う
「
一
般
的
盤
減
」
で
は
な
い
と
解
さ
れ
て
い
る
。
 
 

第
二
条
（
定
義
）
 
 

閃
 
こ
の
指
令
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
用
語
又
は
表
現
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 
 
 

－
 
「
加
盟
国
の
法
人
」
と
は
、
理
事
会
指
令
…
第
二
粂
に
定
め
る
条
件
を
満
た
す
法
人
を
い
う
。
 
 
 

1
「
親
会
社
」
と
は
、
理
事
会
指
令
…
の
規
定
に
よ
り
親
会
社
と
さ
れ
る
法
人
を
い
う
。
 
 
 

1
「
子
会
社
」
｛
s
各
s
i
d
i
a
r
y
）
と
は
、
理
事
会
指
令
…
に
よ
り
子
会
社
と
さ
れ
る
法
人
を
い
う
。
 
 
 

1
「
恒
久
的
施
設
」
と
ほ
、
理
事
会
指
令
…
の
規
定
に
よ
り
恒
久
的
施
設
と
さ
れ
る
事
業
を
行
う
一
定
の
場
所
を
い
う
。
 
 
 

－
 
「
配
当
」
と
は
、
清
算
中
の
法
人
を
除
く
加
盟
国
の
法
人
の
利
益
の
一
部
分
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
人
の
権
限
を
有
す
る
機
関
の
 
 

正
式
の
決
定
に
基
づ
き
分
配
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
分
配
が
法
人
の
構
成
員
と
し
て
の
権
利
に
比
例
し
て
、
そ
の
構
成
員
の
間
で
 
 

行
わ
れ
る
も
の
を
い
う
。
無
償
交
付
株
（
b
O
n
畠
S
F
a
r
e
）
の
割
当
て
は
、
こ
の
指
令
で
い
う
配
当
と
は
み
な
さ
れ
な
い
。
 
 
 

1
「
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
租
税
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
諸
税
の
そ
れ
ぞ
れ
及
び
こ
れ
に
付
加
し
て
、
又
ほ
こ
れ
に
代
え
て
課
 
 

さ
れ
る
同
一
の
若
し
く
は
実
質
的
に
類
似
し
た
租
税
を
い
う
。
 
 

ベ
ル
ギ
ー
（
出
e
－
g
i
u
m
）
 
 
 



所
得
税
（
i
m
p
貿
d
e
s
p
e
r
s
O
ロ
莞
S
p
首
s
i
q
u
e
s
p
e
r
s
O
n
e
n
b
e
－
a
s
t
i
n
g
）
 
非
営
利
団
体
税
（
i
m
p
賢
d
e
s
p
e
r
s
O
n
n
e
S
m
O
邑
e
s
＼
 
 

r
e
c
b
t
s
p
e
r
s
O
n
e
ロ
b
e
－
a
s
什
i
n
g
）
 
会
社
税
（
i
m
p
貿
d
e
s
s
O
C
i
e
t
e
s
＼
く
e
ロ
n
O
t
S
C
h
ぢ
S
b
e
－
a
s
江
n
g
）
 
 

デ
ン
マ
ー
ク
 
（
D
e
n
m
a
詩
）
 
 
 

所
得
税
（
i
ロ
d
－
6
m
S
t
S
k
已
）
 
会
社
税
（
s
e
－
s
k
a
b
s
s
k
a
t
）
 
 

西
ド
イ
ツ
 
（
G
e
r
m
a
ロ
y
）
 
 
 

所
得
税
（
E
i
ロ
k
O
旨
m
e
n
s
t
e
岳
r
）
 
法
人
税
（
只
管
p
e
r
s
c
F
已
t
s
t
e
u
e
r
）
 
 

フ
ラ
ン
ス
 
（
F
r
P
n
C
e
）
 
 
 

所
得
税
（
i
m
p
浮
s
u
ニ
e
r
e
く
e
n
亡
）
 
会
社
観
（
i
m
p
貿
s
u
ニ
e
s
s
O
C
i
e
t
e
s
）
 
 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（
I
r
e
－
p
n
d
）
 
 
 

所
得
税
（
i
n
c
O
m
e
t
a
且
 
法
人
利
潤
税
（
c
O
壱
O
r
a
t
i
O
n
p
r
O
f
i
t
s
t
a
且
 
 

イ
タ
リ
ー
（
：
t
巴
y
）
 
 
 

個
人
所
得
税
（
i
m
p
O
S
t
a
S
已
r
e
d
d
i
什
O
 
d
e
－
－
e
p
e
r
s
。
ロ
e
 
f
i
s
i
c
b
e
）
 
法
人
所
得
税
（
i
m
p
O
S
t
p
S
u
ニ
e
d
d
i
t
O
 
d
e
－
－
e
 
p
e
訪
O
n
e
 
 

g
i
喜
i
d
i
c
h
e
）
 
 

ル
ク
セ
ソ
ブ
ル
グ
（
L
ロ
誓
m
b
O
u
r
g
）
 
 
 

個
人
所
得
税
（
i
m
p
警
s
焉
－
e
 
r
e
く
e
n
仁
d
e
s
 
p
e
r
s
。
n
n
e
S
 
p
。
y
S
i
雲
e
S
）
 
法
人
所
得
税
（
i
m
p
賢
 
s
u
r
－
e
 
T
e
諾
ロ
u
 
d
e
s
 
 

c
O
－
－
e
c
t
i
ま
t
e
s
）
 
 

オ
ラ
ン
ダ
 
（
N
e
t
F
e
r
－
a
n
d
s
）
 
 

二
≡
五
 
 
 



Ⅲ
 
基
本
的
定
義
 
 

㈹
 
「
加
盟
国
の
法
人
」
 
 
 

「
加
盟
国
の
法
人
」
と
は
、
「
親
子
会
社
に
対
す
る
共
通
税
制
の
指
令
案
」
（
－
双
戸
－
．
－
∽
C
O
M
（
宕
）
巴
第
二
粂
に
規
定
す
る
定
義
に
 
 

（
注
3
）
 
 

よ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
同
条
の
定
義
で
は
、
加
盟
国
に
お
い
て
法
人
税
の
課
税
対
象
と
さ
れ
て
い
る
者
を
い
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

す
な
わ
ち
、
M
の
租
税
の
う
ち
の
法
人
税
に
係
る
課
税
対
象
法
人
を
い
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
加
盟
国
で
法
人
税
が
課
 
 

（
注
4
）
 
さ
れ
な
い
団
体
ほ
除
外
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

0
0
「
親
会
社
」
 
 
 

こ
の
定
義
も
∽
と
同
じ
く
、
親
子
会
社
に
関
す
る
指
令
案
の
「
親
会
社
」
の
定
義
に
よ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
そ
の
指
令
案
第
三
条
で
 
 

（
注
5
）
 
 

ほ
、
「
親
会
社
」
と
は
、
次
の
二
つ
の
も
の
を
い
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

①
 
あ
る
加
盟
国
の
国
内
法
上
の
法
人
で
、
他
の
加
盟
国
の
法
律
上
の
法
人
の
資
本
金
額
の
最
低
ニ
○
％
以
上
の
持
分
を
有
し
て
い
る
も
の
 
 
 

②
 
あ
る
加
盟
国
の
国
内
法
上
の
法
人
で
、
他
の
加
盟
国
の
法
律
上
、
そ
の
額
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
現
物
出
資
し
た
資
産
に
基
づ
き
子
 
 
 

二
三
六
 
 

所
得
税
（
i
ロ
k
O
m
S
t
e
n
b
e
】
a
s
t
i
n
g
）
 
法
人
税
（
扁
n
ロ
0
0
t
S
C
h
P
p
S
b
e
－
P
S
t
i
n
巴
 
 

イ
ギ
リ
ス
 
（
U
n
i
t
e
d
葬
ロ
g
d
O
m
）
 
 

所
得
税
（
i
n
c
O
m
e
 
t
a
且
 
法
人
税
（
c
O
r
p
O
r
a
t
i
O
n
 
t
a
且
 
 

こ
の
指
令
の
諸
規
定
は
、
・
最
終
受
益
者
が
投
資
基
金
又
は
ユ
ニ
ッ
ト
。
ト
ラ
ス
ト
を
経
由
し
て
受
け
取
る
配
当
に
は
適
用
し
な
 
 

ヽ
 
0
 
 

－
V
 
 



会
社
の
資
本
持
分
を
有
し
て
い
る
も
の
 
 
 

す
な
わ
ち
、
あ
る
会
社
の
資
本
持
分
の
二
〇
％
以
上
を
保
有
す
る
会
社
と
い
う
の
が
基
本
的
な
定
義
で
あ
る
が
、
・
上
記
に
よ
り
、
加
盟
国
 
 

が
自
国
の
法
人
に
つ
き
資
本
持
分
二
〇
％
未
満
で
あ
っ
て
も
、
親
会
社
と
す
る
と
い
う
定
義
規
定
を
も
っ
て
い
る
と
き
は
、
そ
れ
に
ょ
り
親
 
 

（
注
6
）
 
 

会
社
と
な
り
、
こ
の
指
令
が
適
用
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
 
 

内
 
「
子
会
社
」
 
 
 

こ
の
定
義
も
、
∽
や
0
0
と
同
じ
く
、
親
子
会
社
に
関
す
る
指
令
案
の
「
子
会
社
」
の
定
義
に
よ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
そ
の
指
令
案
第
 
 

（
注
7
）
 
 

三
条
第
一
項
で
は
、
「
子
会
社
」
と
ほ
、
0
0
の
親
会
社
に
よ
る
持
分
が
保
有
さ
れ
て
い
る
資
本
金
を
有
す
る
会
社
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 

⇔
 
恒
久
的
施
設
 
 
 

こ
の
定
義
は
、
「
企
業
の
合
併
、
分
割
、
現
物
出
資
に
対
す
る
共
通
税
制
の
指
令
案
」
（
－
莞
寧
－
．
－
∽
C
O
M
（
雷
）
巴
第
一
二
条
に
規
定
す
 
 

る
恒
久
的
施
設
の
定
義
に
よ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
同
条
の
定
義
で
は
、
恒
久
的
施
設
と
は
、
法
人
が
そ
の
活
動
の
全
部
又
は
一
部
を
営
 
 

む
一
定
の
事
業
の
場
所
を
い
う
こ
と
と
さ
れ
、
㊥
管
理
支
配
の
場
所
、
⑤
支
店
、
㊥
事
業
所
、
⑥
工
場
等
が
列
挙
さ
れ
て
お
り
、
十
二
か
月
 
 

以
上
の
期
間
に
わ
た
り
、
建
設
、
組
立
等
を
行
う
場
所
や
代
理
人
等
を
含
み
、
商
品
の
展
示
の
み
や
購
入
、
情
報
収
集
の
み
を
行
な
う
場
所
 
 

を
含
ま
な
い
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
O
E
C
D
の
二
重
課
税
防
止
モ
デ
ル
条
約
の
恒
久
的
施
設
の
定
義
と
ほ
と
ん
ど
同
じ
 
 

で
あ
る
。
ま
た
日
本
の
法
人
税
法
第
一
四
一
条
第
一
号
か
ら
第
≡
号
ま
で
、
及
び
同
法
施
行
令
第
一
八
五
条
、
第
l
八
六
条
に
規
定
す
る
恒
 
 

久
的
施
設
と
も
あ
ま
り
相
異
が
な
い
。
O
E
C
D
モ
デ
ル
条
約
で
は
販
売
の
み
に
用
い
る
一
定
の
場
所
が
除
か
れ
て
い
る
が
、
わ
が
国
の
法
 
 

人
税
法
で
は
除
か
れ
て
い
な
い
と
か
、
合
併
等
の
指
令
案
の
定
義
で
は
、
O
E
C
D
の
モ
デ
ル
条
約
案
に
な
い
「
合
併
、
分
割
、
現
物
出
資
 
 

（
注
8
）
 
 

に
よ
り
拠
出
し
た
資
産
や
会
計
帳
簿
の
存
在
す
る
場
所
」
が
追
加
さ
れ
て
い
る
と
は
言
え
る
。
 
 

二
三
七
 
 
 



二
三
八
 
 

鯛
 
配
 
 
当
 
 
 

配
当
の
定
義
か
ら
は
、
こ
の
指
令
案
そ
の
も
の
で
規
定
し
て
い
る
。
配
当
と
は
、
「
構
成
員
と
し
て
の
権
利
に
比
例
し
て
、
そ
の
構
成
員
 
 

の
間
で
」
し
か
も
「
そ
の
法
人
の
権
限
を
有
す
る
校
閲
の
正
式
の
決
定
に
基
づ
い
て
分
配
さ
れ
る
も
の
」
と
さ
れ
て
い
る
。
お
そ
ら
く
、
わ
 
 

が
国
の
認
定
配
当
の
よ
う
な
も
の
や
、
西
ド
イ
ツ
の
「
隠
れ
た
る
利
益
配
当
」
な
ど
は
含
ま
れ
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
 
 
 

指
令
案
自
体
で
も
、
二
つ
の
も
の
を
配
当
か
ら
除
く
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
一
つ
ほ
、
清
算
に
よ
る
利
益
又
ほ
剰
余
金
の
分
配
で
 
 

あ
り
、
も
う
一
つ
は
無
償
交
付
株
（
b
O
n
宏
S
b
a
r
e
）
 
の
割
当
で
あ
る
。
 
 
 

前
者
の
清
算
分
配
金
を
除
い
た
の
ほ
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
各
加
盟
国
の
見
解
が
あ
ま
り
に
も
か
け
ほ
な
れ
て
い
る
か
ら
と
い
わ
れ
て
い
 
 

（
狂
9
）
 
 

る
。
わ
が
国
の
み
な
し
配
当
の
規
定
（
法
人
税
法
第
二
四
条
）
も
昭
和
四
二
年
か
ら
利
益
積
立
金
か
ら
な
る
部
分
も
含
め
る
こ
と
と
し
て
お
 
 

り
、
た
し
か
に
統
一
し
に
く
い
こ
と
は
理
解
で
き
る
。
 
 
 

後
者
の
無
償
交
付
株
も
似
た
事
情
の
よ
う
で
あ
る
。
現
在
、
加
盟
国
の
う
ち
、
ベ
ル
ギ
ー
、
フ
ラ
ン
ス
、
西
ド
イ
ツ
、
ル
ク
セ
ソ
ブ
ル
グ
、
 
 

（
注
1
0
）
 
 

イ
ギ
リ
ス
は
、
ほ
と
ん
ど
全
く
こ
れ
を
受
取
人
の
所
得
と
し
て
い
な
い
と
い
わ
れ
る
。
無
償
交
付
株
を
そ
の
後
売
却
す
れ
ば
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
 
 

イ
ン
と
し
て
課
税
の
軽
減
免
除
が
行
わ
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
オ
ラ
ン
ダ
の
よ
う
に
配
当
所
得
と
し
て
課
税
す
る
方
が
理
論
的
だ
と
い
う
意
 
 

見
も
あ
る
。
わ
が
国
で
も
、
利
益
積
立
金
の
資
本
組
入
れ
に
よ
る
無
償
交
付
株
ほ
み
な
し
配
当
に
な
る
が
（
法
人
税
法
第
二
四
条
二
項
二
 
 

号
）
、
資
本
積
立
金
の
資
本
紅
入
れ
に
よ
る
無
償
交
付
株
ほ
配
当
と
さ
れ
ず
受
取
株
主
に
課
税
さ
れ
な
い
。
そ
う
い
っ
た
点
か
ら
、
簡
単
に
 
 

統
一
し
て
規
定
し
に
く
い
こ
と
は
理
解
で
き
る
。
 
 
 

も
っ
と
も
、
こ
の
指
令
案
で
は
、
別
途
、
清
算
分
配
金
や
無
償
交
付
株
式
を
、
あ
る
加
盟
国
が
国
内
法
で
配
当
の
定
義
に
含
め
て
規
定
す
 
 

る
こ
と
、
及
び
そ
の
配
当
に
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
に
よ
る
税
額
控
除
等
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
、
こ
の
指
令
案
第
七
粂
及
び
第
一
五
 
 
 



粂
の
定
義
外
配
当
の
問
題
と
し
て
処
理
し
て
い
る
。
 
 

M
 
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
租
税
 
 
 

こ
の
定
義
は
、
各
国
別
に
税
目
を
列
挙
し
て
書
い
て
い
る
。
た
だ
、
注
目
さ
れ
る
の
は
、
地
方
税
が
全
く
含
ま
れ
な
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
 
 

の
含
ま
れ
な
か
っ
た
理
由
に
つ
い
て
ほ
、
こ
れ
ら
の
地
方
税
の
う
ち
に
は
事
業
税
な
ど
所
得
計
算
上
、
必
要
経
費
と
し
て
控
除
を
認
め
ら
れ
 
 

る
も
の
が
あ
る
等
の
理
由
も
述
べ
ら
れ
て
い
る
が
、
地
方
税
の
除
外
は
法
人
税
の
ハ
ー
モ
ニ
ゼ
イ
シ
ョ
ソ
の
進
行
を
阻
げ
る
重
大
な
問
題
で
 
 

（
注
1
1
）
 
 

あ
る
と
指
摘
す
る
意
見
も
あ
る
。
 
 
 

拗
 
投
資
基
金
及
び
ユ
：
ッ
ト
・
ト
ラ
ス
ト
 
 
 

第
二
項
は
、
「
ユ
ニ
ッ
ト
・
ト
ラ
ス
ト
」
タ
イ
プ
の
金
融
的
仲
介
者
を
経
て
交
付
さ
れ
る
配
当
に
つ
い
て
、
税
制
以
前
に
金
融
と
し
て
調
 
 

和
が
図
ら
れ
る
必
要
が
あ
り
、
そ
れ
ま
で
は
、
加
盟
国
が
独
自
に
決
定
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
、
法
人
税
制
の
調
和
の
主
要
な
原
則
が
確
定
 
 

（
注
1
2
）
 
 

さ
れ
た
後
で
、
特
別
の
技
術
的
な
指
令
に
よ
っ
て
、
課
税
上
の
取
扱
い
が
定
め
ら
れ
る
も
の
と
解
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
技
術
的
指
 
 

令
案
は
、
一
九
七
八
年
七
月
二
四
日
に
委
員
会
で
、
「
共
通
法
人
税
制
等
の
指
令
に
関
す
る
共
同
投
資
団
体
に
対
す
る
課
税
方
式
の
指
令
案
」
 
 

と
し
て
決
定
さ
れ
、
公
表
さ
れ
て
い
る
。
 
 

（
注
2
）
 
E
焉
O
p
i
呂
T
a
H
M
己
O
n
く
○
】
」
の
宅
〇
．
一
N
〉
u
－
鼻
（
－
当
の
．
A
p
r
i
－
）
p
．
∽
∽
参
照
。
な
お
、
国
際
t
一
重
課
税
と
の
関
係
は
p
．
∽
麻
参
照
。
本
 
 

稿
は
、
同
号
掲
載
の
 
＜
貞
O
W
t
b
e
E
．
E
．
C
．
C
O
m
m
i
s
s
i
O
n
p
岩
p
O
S
e
S
t
O
 
H
a
H
m
O
n
i
s
e
t
F
e
 
S
y
s
t
e
m
s
O
f
 
C
O
H
p
O
r
已
i
O
n
 
T
a
H
a
n
d
O
≠
 
 

W
i
t
F
F
O
E
n
g
 
T
a
諾
S
 
O
n
 
D
i
ま
d
e
n
d
s
〉
）
の
P
a
r
t
 
H
 
T
F
e
 
C
O
m
i
s
s
i
O
n
－
s
 
P
r
O
p
O
S
a
－
s
（
p
．
∽
N
I
笥
）
及
び
A
p
p
e
n
d
i
舛
－
E
粥
勺
－
賀
a
t
O
r
y
 
 

呂
e
m
O
r
a
n
d
ロ
m
什
O
 
t
F
e
p
r
O
p
O
S
a
＝
O
H
 
a
 
D
i
記
C
t
i
富
（
p
．
－
N
－
～
－
N
↓
）
に
よ
る
と
こ
ろ
が
多
い
。
重
要
な
論
点
に
つ
い
て
は
参
照
文
を
一
 
 

々
掲
げ
て
い
る
。
な
お
E
眉
－
呂
a
t
O
r
y
呂
e
m
O
r
呂
d
仁
m
に
は
琶
r
a
g
r
a
g
ビ
宅
○
が
付
し
て
あ
る
の
で
p
a
r
a
と
し
て
そ
れ
も
示
し
た
。
 
 

（
荘
3
）
 
E
已
○
官
岩
T
a
欝
t
i
O
n
く
O
L
 
P
宅
〇
．
料
（
－
冨
P
色
 
（
以
下
E
T
⊥
』
岩
と
省
略
）
p
L
讐
 
 

（
注
4
）
 
E
已
○
甘
a
n
 
T
a
舛
a
汁
i
O
n
く
O
L
－
の
〉
N
〇
．
N
）
u
〉
ぬ
〉
 
（
－
当
P
告
（
以
下
E
T
⊥
当
の
と
省
略
）
p
．
－
N
㌘
 
p
賀
a
【
∽
 
 

二
≡
九
 
 
 



第
三
条
（
通
常
税
率
と
例
外
措
置
）
 
 

U
 
加
盟
国
は
、
そ
の
国
の
法
人
の
利
益
に
対
し
、
そ
れ
が
配
当
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
留
保
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
単
 
 

一
の
法
人
税
率
を
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
法
人
税
率
（
「
通
常
税
率
」
と
い
う
。
）
は
、
四
五
％
以
上
五
五
％
以
下
と
し
 
 
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

吻
 
加
盟
国
は
、
特
別
な
場
合
に
は
、
十
分
に
限
定
さ
れ
た
経
済
政
策
、
地
域
政
策
又
は
社
会
政
策
の
た
め
に
、
第
一
項
の
規
定
に
か
 
 
 

か
わ
ら
ず
、
恒
久
的
又
は
時
限
的
に
通
常
税
率
と
異
な
る
税
率
又
は
完
全
な
非
課
税
措
置
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

加
盟
国
が
こ
の
選
択
権
を
行
使
し
ょ
う
と
す
る
場
合
に
ほ
、
そ
の
加
盟
国
は
委
員
会
に
対
し
て
そ
の
規
定
案
を
通
告
し
な
け
れ
ば
 
 
 

二
四
〇
 
 

（
注
5
）
 
E
T
⊥
』
冨
－
p
L
の
N
 
 

（
注
6
）
 
E
T
⊥
笥
の
ー
ワ
H
N
∽
｝
p
a
r
a
－
の
 
 

（
注
7
）
 
伺
T
⊥
無
声
p
．
－
毘
 
 

（
注
8
）
 
i
b
i
d
－
p
．
－
∽
↓
モ
ー
∽
0
0
 
 

（
牲
9
）
 
E
T
⊥
蛮
声
 
p
．
－
N
∽
－
p
胃
a
－
ヾ
 
 

（
注
1
0
）
 
i
b
i
d
｝
p
．
∽
の
 
 

（
注
1
1
）
 
i
b
i
d
－
p
．
設
 
 

（
注
1
2
）
 
i
b
i
d
）
 
p
．
－
N
㌘
 
習
r
a
－
∞
．
共
同
投
資
団
体
に
関
す
る
指
令
案
ほ
、
へ
噌
r
O
p
O
邑
f
O
r
 
C
O
－
－
e
O
t
i
富
H
n
s
t
i
t
ま
i
O
n
S
。
f
 
t
訂
C
。
呂
C
i
－
 
 

巨
r
e
c
t
i
扁
〉
－
と
し
て
、
E
G
r
O
p
i
賀
T
a
㌍
江
○
ロ
ー
笥
0
0
｝
－
N
●
p
■
∽
讃
以
下
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
 
 

二
 
法
人
税
に
関
す
る
規
定
 
 



日
 
通
常
税
率
 
 
 

こ
の
粂
の
第
一
項
で
は
、
単
一
税
率
の
原
則
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
し
か
も
、
そ
の
単
一
基
本
税
率
と
し
て
定
め
ら
れ
る
法
人
税
率
 
 

（
通
常
税
率
）
 
の
範
囲
を
四
五
％
以
上
五
五
％
以
下
と
定
め
て
い
る
。
 
 
 

単
一
税
率
の
要
請
は
、
資
本
移
動
に
関
す
る
課
税
の
中
立
性
を
確
保
し
、
投
資
決
意
に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
、
法
 
 

人
税
率
や
税
額
控
除
率
が
加
盟
国
に
よ
っ
て
著
し
く
異
な
る
こ
と
ほ
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
と
こ
ろ
か
ら
き
て
い
る
。
 
 

（
注
1
3
）
 
 
 

な
お
、
各
加
盟
国
の
現
行
法
人
税
率
は
、
次
の
第
1
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
単
l
税
率
の
原
則
に
立
っ
て
、
例
外
と
し
て
も
、
留
保
と
配
当
の
差
別
税
率
の
採
用
を
認
め
ら
れ
な
い
と
解
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
 
 

（
注
1
4
）
 
 

累
進
税
率
や
付
加
税
率
は
認
め
ら
れ
る
と
解
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
の
下
で
は
、
累
進
税
率
を
配
当
分
所
得
 
 

に
適
用
す
れ
ば
、
複
数
税
額
控
除
率
と
な
ら
ざ
る
を
え
ず
、
そ
れ
は
単
一
税
額
控
除
率
の
原
則
（
こ
の
指
令
案
第
八
条
）
に
反
す
る
こ
と
せ
 
 

な
る
の
で
、
認
め
ら
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
実
際
上
は
禁
止
さ
れ
て
い
る
と
同
じ
で
あ
る
。
 
 

（
注
1
5
）
 
 
 

な
お
、
経
済
政
策
的
理
由
に
基
づ
く
付
加
税
率
は
、
次
の
第
二
項
に
よ
り
認
め
ら
れ
る
と
解
さ
れ
て
い
る
。
 
 

二
四
一
 
 
 

な
ら
な
い
。
委
員
会
は
、
そ
の
見
解
を
通
告
受
領
の
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
当
該
加
盟
国
に
対
し
て
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

当
該
加
盟
国
は
、
こ
の
期
限
が
切
れ
る
ま
で
又
は
委
員
会
見
解
の
通
知
が
あ
る
ま
で
ほ
、
当
該
規
定
を
施
行
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

刷
 
E
E
C
加
盟
諸
国
の
経
済
政
策
の
統
一
の
高
度
化
に
関
す
る
一
九
七
四
年
二
月
十
八
日
付
け
理
事
会
決
定
遥
＼
－
N
O
＼
E
E
C
第
九
 
 
 

粂
第
一
項
に
反
し
な
い
限
り
、
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
、
加
盟
国
の
経
済
調
整
の
た
め
の
法
人
税
の
一
時
的
な
増
税
又
は
減
 
 
 

税
の
障
害
と
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。
こ
れ
ら
の
増
税
又
は
減
税
は
、
第
八
粂
第
二
項
の
規
定
の
適
用
上
、
考
慮
し
な
い
。
 
 



互
 
可
ヽ
＼
ぐ
≠
ヾ
一
㌧
8
辞
＞
望
遠
常
芦
聾
紗
戸
軍
＞
映
ぎ
か
8
d
〉
等
∽
○
竣
8
漕
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襲
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抒
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、
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竣
d
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拗
 
通
常
税
率
に
対
す
る
特
別
例
外
措
置
 
 
 

第
二
項
は
、
一
定
の
場
合
に
、
委
員
会
の
意
見
を
求
め
た
後
に
、
通
常
税
率
と
異
な
る
税
率
又
は
法
人
税
を
免
除
す
る
こ
と
を
認
め
る
規
 
 

定
で
あ
る
。
な
お
共
通
税
制
が
導
入
さ
れ
る
前
か
ら
あ
る
こ
の
種
の
特
例
に
つ
い
て
は
、
こ
の
指
令
案
第
二
〇
条
に
規
定
す
る
額
似
の
手
続
 
 

に
よ
り
委
員
会
に
通
告
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
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加
盟
国
は
、
法
人
所
得
の
範
囲
や
課
税
法
人
の
階
層
に
よ
り
差
別
す
る
方
式
は
、
継
続
し
て
も
よ
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
累
進
 
 

（
注
1
6
）
 
税
率
も
こ
の
項
に
よ
り
認
め
ら
れ
る
。
〝
十
分
虹
限
定
さ
れ
た
″
場
合
と
い
う
点
も
、
現
行
制
度
の
下
で
の
実
例
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
 
 

る
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
例
え
ば
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
ほ
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
に
つ
い
て
軽
減
税
率
等
を
定
め
て
い
る
例
な
ど
が
多
い
。
 
 
 

㈲
＝
通
常
税
率
に
対
す
る
一
般
的
例
外
措
置
 
 
 

第
三
項
ほ
、
経
済
調
整
、
す
な
わ
ち
景
気
政
策
の
必
要
上
、
法
人
税
率
を
増
減
す
る
こ
と
を
認
め
る
規
定
で
あ
る
。
 
 
 

第
二
項
が
特
別
例
外
捨
置
と
い
わ
れ
る
の
に
対
し
、
第
三
項
が
一
般
例
外
措
置
と
い
わ
れ
て
い
る
の
は
、
一
時
的
で
、
か
つ
、
委
員
会
通
 
 

告
等
を
要
し
な
い
で
税
率
を
増
減
で
き
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
 
 
 

な
お
、
E
C
諸
国
で
は
、
景
気
政
策
と
し
て
の
税
率
の
一
時
的
増
減
の
制
度
は
、
西
ド
イ
ツ
の
経
済
安
定
成
長
促
進
法
に
よ
る
一
〇
％
の
 
 

範
囲
内
で
の
増
減
、
フ
ラ
ン
ス
の
景
気
調
整
税
法
な
ど
一
般
化
し
つ
つ
あ
り
、
O
E
C
D
の
へ
ラ
ー
報
告
（
『
i
s
邑
P
O
－
i
c
y
f
O
r
P
汐
－
a
ロ
C
e
d
 
 

E
。
O
n
。
m
y
－
E
眉
e
r
i
e
n
c
e
竹
r
O
b
－
e
m
s
紆
P
r
O
S
p
e
C
t
S
」
－
慧
寧
－
N
）
で
も
知
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
法
人
税
率
の
操
作
が
、
一
つ
の
有
効
 
 

な
景
気
調
節
の
手
段
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
制
度
を
有
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
の
考
え
方
は
、
広
く
普
及
し
て
い
る
と
い
う
背
景
が
あ
る
。
 
 
 

も
ち
ろ
ん
四
五
％
～
五
五
％
の
幅
の
外
側
へ
の
変
更
も
認
め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
な
お
〝
一
時
的
″
と
〝
経
済
調
整
の
た
め
″
 
 

の
二
つ
が
こ
の
措
置
に
つ
い
て
の
適
用
要
件
で
あ
る
。
し
か
し
、
一
時
的
と
い
う
の
が
ど
れ
ぐ
ら
い
の
期
間
ま
で
を
い
う
の
か
、
経
済
調
整
と
 
 

（
注
1
7
）
 
 

い
う
こ
と
の
範
囲
は
ど
こ
ま
で
か
、
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
ず
、
か
な
り
広
く
、
第
二
項
の
理
由
も
相
当
に
カ
バ
ー
す
る
も
の
と
解
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

さ
ら
に
、
景
気
調
整
の
た
め
法
人
税
率
を
一
時
的
に
引
上
げ
て
も
、
税
額
控
除
率
の
引
上
げ
等
は
行
わ
れ
な
い
こ
と
が
第
一
二
項
末
尾
で
明
 
 

ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

第
二
項
や
第
三
項
の
例
外
税
率
を
こ
の
よ
う
に
認
め
る
こ
と
が
、
通
常
税
率
に
よ
る
共
通
税
制
を
破
壊
す
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
点
に
 
 

二
四
三
 
 
 



二
四
四
 
 

つ
い
て
は
、
こ
の
第
三
条
の
規
定
を
置
い
て
、
加
盟
国
の
法
人
税
渕
の
統
一
と
各
国
の
政
策
手
段
と
し
て
の
税
制
の
利
用
可
能
性
の
維
持
と
 
 

の
均
衡
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
通
常
税
率
の
例
外
が
こ
の
よ
う
に
広
い
の
で
、
完
全
な
調
和
の
意
図
が
な
 
 

（
注
1
8
）
 
く
、
普
通
税
率
を
破
壊
し
て
い
る
と
い
う
批
判
的
意
見
も
も
見
ら
れ
る
と
い
う
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
例
外
税
率
制
度
の
節
度
あ
る
運
用
 
 

に
よ
っ
て
、
解
決
す
べ
き
問
題
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 
 
 

（
注
通
）
 
句
T
⊥
当
の
ー
p
L
N
∽
－
p
賀
p
声
 
こ
の
表
は
、
同
京
h
8
t
n
O
t
e
－
及
び
p
．
∽
0
0
の
T
a
b
－
e
 
H
 
か
ら
作
成
し
た
が
、
l
九
七
五
年
当
時
 
 

（
左
欄
）
で
あ
っ
た
の
で
、
現
行
（
右
欄
）
を
筆
者
が
補
足
し
た
も
の
で
あ
る
。
 
 

（
注
1
4
）
 
i
b
i
d
｝
p
．
笥
 
 

（
注
1
5
）
 
i
b
i
d
－
ワ
諾
 
 

（
注
1
6
）
 
i
b
i
d
u
 
p
．
∽
u
 
 

（
注
1
7
）
 
旨
i
d
〉
p
．
∽
り
 
 

（
注
1
8
）
 
i
b
i
d
－
p
．
笠
 
 

第
四
条
（
税
額
控
除
）
 
 

日
 
加
盟
国
の
法
人
か
ら
分
配
さ
れ
た
配
当
に
つ
い
て
は
、
次
の
条
件
を
満
た
す
場
合
に
、
そ
の
受
取
人
に
対
し
て
、
第
八
森
に
定
め
 
 
 

る
率
に
よ
り
税
額
控
除
の
権
利
が
与
え
ち
れ
る
。
 
 
 

回
 
そ
の
配
当
受
取
人
は
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
こ
と
、
及
び
 
 
 

三
 
税
額
控
除
に
関
す
る
規
定
 
 



旧
 
税
額
控
除
の
適
用
要
件
1
誰
に
控
除
の
権
利
が
与
え
ら
れ
る
か
1
 
 
 

こ
の
条
第
一
項
の
規
定
は
、
配
当
受
取
人
が
税
額
控
除
の
適
用
を
受
け
う
る
要
件
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
要
件
は
、
二
つ
で
あ
り
、
一
つ
は
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
こ
と
、
も
う
一
つ
ほ
、
受
取
人
が
受
額
配
当
額
の
「
全
額
」
 
（
税
額
控
 
 

除
額
加
算
後
）
 
の
「
所
得
」
課
税
を
受
け
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
 
 

二
四
五
 
 
 

㈲
 
配
当
受
取
人
は
、
そ
の
税
額
控
除
額
を
グ
ロ
ス
・
ア
ッ
プ
し
た
受
睨
配
当
額
の
全
額
が
、
終
局
的
に
そ
の
課
税
所
得
又
ほ
課
税
利
 
 
 

益
に
算
入
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
所
得
又
は
利
益
に
つ
い
て
の
課
税
を
受
け
る
こ
と
。
 
 

㈲
 
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
っ
て
、
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
課
税
上
、
そ
の
す
べ
て
の
所
得
又
は
配
当
よ
り
成
る
部
分
の
所
得
に
つ
 
 
 

い
て
、
全
面
的
に
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
老
に
つ
い
て
ほ
、
そ
れ
が
公
共
の
利
益
を
目
的
と
す
る
団
体
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
第
一
 
 
 

項
㈲
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
税
額
控
除
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

こ
の
選
択
権
を
行
使
す
る
・
場
合
に
は
、
そ
の
配
当
の
源
泉
が
ど
の
加
盟
国
に
あ
る
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
税
額
控
除
を
認
め
な
け
れ
 
 
 

ば
な
ら
な
い
。
 
 

㈱
 
行
政
上
の
便
宜
の
た
め
に
、
税
額
控
除
額
を
グ
ロ
ス
・
ア
ッ
プ
し
な
い
受
取
配
当
額
に
対
し
、
源
泉
徴
収
税
そ
の
他
の
方
法
に
よ
 
 
 

り
最
終
的
課
税
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
第
一
項
㈲
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
配
当
受
取
人
に
対
し
て
税
額
控
除
を
認
め
る
こ
 
 
 

と
が
で
き
る
。
 
 

㈲
 
理
事
会
は
、
必
要
が
あ
れ
ば
委
員
会
提
案
に
対
す
る
有
効
多
数
決
に
よ
り
、
第
二
項
前
段
及
び
第
三
項
の
適
用
に
必
要
な
準
則
 
 
 

（
m
e
試
u
r
e
S
）
を
採
択
す
る
。
 
 



二
四
六
 
 
 

特
に
、
後
の
要
件
は
重
要
で
あ
る
。
E
C
諸
国
で
は
、
同
一
国
内
の
法
人
間
配
当
は
全
部
又
は
一
部
の
益
金
不
算
入
が
通
常
で
あ
り
、
そ
 
 

の
場
合
は
、
受
取
人
の
全
額
課
税
の
要
件
が
満
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
こ
の
税
額
控
除
は
認
め
ら
れ
な
い
。
配
当
支
払
法
人
の
法
人
税
課
税
 
 

の
有
無
は
、
一
応
、
こ
の
受
取
人
の
税
額
控
除
の
権
利
に
は
関
係
し
な
い
規
定
と
な
っ
て
い
る
。
 
 
 

イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
・
シ
ス
テ
ム
の
エ
ッ
セ
ン
ス
は
、
こ
の
株
主
に
対
し
て
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
と
い
わ
れ
 
 

（
注
1
9
）
 
 

る
。
 
 
 

そ
し
て
、
こ
の
税
額
控
除
の
権
利
は
、
上
述
の
要
件
の
結
果
、
通
常
は
、
居
住
者
で
あ
る
個
人
株
主
が
、
居
住
者
で
あ
る
法
人
か
ら
、
配
 
 

（
注
2
0
）
 
当
を
受
取
る
場
合
に
与
え
ら
れ
る
。
例
外
ほ
、
ベ
ル
ギ
ー
、
フ
ラ
ン
ス
等
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
指
令
案
で
は
、
あ
る
加
盟
国
の
居
住
者
が
他
の
加
盟
国
の
法
人
か
ら
受
け
る
配
当
に
つ
い
て
も
、
税
額
控
除
を
認
め
る
こ
と
が
規
定
 
 

さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
E
C
居
住
者
は
、
全
E
C
源
泉
の
配
当
に
つ
い
て
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
る
。
し
か
し
、
共
通
の
居
住
者
の
定
義
 
 

（
注
2
1
）
 
 

が
な
く
、
各
国
内
法
に
よ
り
異
な
る
と
こ
ろ
か
ら
、
重
複
居
住
者
等
の
問
題
が
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
 
 
 

ま
た
、
受
取
人
段
階
で
の
全
額
所
得
課
税
要
件
に
つ
い
て
は
、
国
内
政
策
上
の
必
要
か
ら
非
課
税
や
軽
減
を
行
う
と
税
額
控
除
が
認
め
ら
 
 

れ
な
く
な
る
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
し
か
し
、
技
術
的
に
ほ
、
逃
げ
道
が
あ
る
と
解
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
所
得
に
は
配
当
の
全
額
を
加
 
 

（
注
㍑
）
 
 

算
す
る
が
、
別
途
、
特
別
税
額
控
除
や
税
率
軽
減
を
行
な
う
と
い
う
方
法
で
あ
る
。
 
 
 

E
C
内
の
子
会
社
か
ら
E
C
内
の
親
会
社
が
受
取
る
配
当
に
つ
い
て
は
、
子
会
社
か
ら
の
配
当
は
、
通
常
は
親
会
社
の
所
得
に
加
算
し
て
 
 

課
税
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
が
な
い
の
で
、
親
会
社
ほ
税
額
控
除
は
適
用
さ
れ
な
い
よ
う
に
み
ら
れ
る
。
こ
れ
ほ
、
直
接
株
主
と
間
接
株
主
の
 
 

問
題
に
関
連
す
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
第
一
〇
条
の
と
こ
ろ
で
論
じ
て
い
る
。
 
 
 



佃
 
税
額
控
除
の
適
用
要
件
の
例
外
 
 

∽
 
公
益
法
人
等
の
場
合
の
配
当
全
額
課
税
要
件
の
例
外
 
 
 

こ
の
条
第
二
項
は
、
受
取
人
に
つ
い
て
の
所
得
全
額
課
税
要
件
の
例
外
を
規
定
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
配
当
に
関
し
て
「
所
得
」
課
税
 
 

を
受
け
な
い
老
の
う
ち
で
も
、
「
公
共
の
利
益
」
を
目
的
と
す
る
団
体
、
例
え
ば
、
慈
善
団
体
、
退
職
年
金
基
金
、
労
働
組
合
等
に
対
し
て
は
、
 
 

税
額
控
除
の
権
利
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
制
度
に
歪
み
が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
税
額
控
除
を
認
 
 

（
注
2
3
）
 
 

め
る
と
き
は
、
全
E
C
加
盟
国
内
源
泉
の
配
当
が
対
象
と
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
国
内
源
泉
の
配
当
に
の
み
認
め
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
 
 

（
江
別
）
 
 
 

し
か
し
、
こ
の
場
合
の
「
公
共
の
利
益
」
に
つ
い
て
定
義
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
そ
の
範
囲
に
つ
い
て
問
題
が
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
 
 
 

0
0
 
源
泉
徴
収
税
の
場
合
の
配
当
全
額
課
税
要
件
の
例
外
 
 
 

こ
の
条
第
三
項
は
、
「
行
政
上
の
便
宜
」
の
た
め
に
、
受
取
配
当
額
プ
ラ
ス
税
額
控
除
の
全
額
が
受
取
人
に
所
得
課
税
さ
れ
て
い
る
こ
と
 
 

と
い
う
適
用
要
件
を
緩
和
し
、
収
入
か
ら
経
費
を
ひ
か
ず
、
源
泉
徴
収
の
取
り
切
り
課
税
（
日
本
の
税
法
で
は
、
D
E
を
有
し
な
い
非
居
住
 
 

者
等
の
利
子
、
配
当
等
が
こ
れ
に
該
当
す
る
。
）
を
し
て
い
る
場
合
に
は
、
税
額
控
除
額
分
の
所
得
課
税
が
行
わ
れ
て
い
な
く
て
も
、
税
額
 
 

控
除
を
認
め
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

こ
の
場
合
の
「
行
政
の
便
宜
」
に
つ
い
て
の
意
味
も
明
ら
か
で
な
い
が
、
こ
の
条
四
項
の
準
則
で
こ
れ
も
明
ら
か
に
さ
れ
る
こ
と
が
、
期
 
 

（
注
2
5
）
 
待
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

な
お
、
こ
の
条
四
項
は
、
公
益
団
体
の
場
合
の
硬
扱
い
（
例
え
ば
、
公
共
の
利
益
の
範
囲
）
に
つ
い
て
も
、
理
事
会
が
準
則
を
定
め
う
る
 
 

こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
 
 
 



こ
の
第
五
条
は
、
E
C
内
で
の
税
額
控
除
額
の
控
除
と
還
付
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。
税
額
控
除
は
、
配
当
受
取
人
が
そ
の
所
得
に
対
し
 
 

て
課
さ
れ
る
租
税
の
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
住
所
地
国
で
控
除
又
は
還
付
さ
れ
る
と
い
う
原
則
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
源
泉
 
 

（
注
2
6
）
 
 

地
国
よ
り
受
け
取
る
補
償
紅
つ
い
て
ほ
第
一
三
条
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

現
在
、
行
わ
れ
て
い
る
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
で
ほ
、
個
人
株
主
に
つ
い
て
は
、
控
除
で
き
な
い
税
額
の
還
付
を
認
め
る
が
、
法
人
 
 

株
主
に
つ
い
て
ほ
認
め
な
い
場
合
も
あ
る
。
指
令
案
で
は
、
法
人
で
も
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
る
と
き
ほ
、
控
除
で
き
な
い
金
額
ほ
、
全
額
 
 

還
付
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

第
五
条
（
控
除
と
還
付
）
 
 
 

税
額
控
除
額
ほ
、
配
当
受
取
人
が
負
担
す
べ
き
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
税
額
か
ら
控
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
税
額
控
除
額
が
 
 

こ
の
税
額
を
超
過
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
過
額
は
、
こ
の
税
額
を
課
す
る
加
盟
国
に
よ
り
、
配
当
受
取
人
に
対
し
還
付
し
な
け
れ
ば
 
 

な
ら
な
い
。
 
 

第
六
条
（
第
三
国
居
住
者
へ
の
税
額
控
除
の
容
認
）
 
 
 

第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
二
重
課
税
の
回
避
に
関
す
る
」
租
税
条
約
に
基
づ
き
、
夢
二
国
の
居
住
者
で
あ
る
者
に
対
 
 

し
、
税
額
控
除
の
全
部
又
は
一
部
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
い
か
な
る
条
件
の
下
で
も
、
こ
れ
ら
の
者
に
対
し
て
 
 

E
C
の
居
住
者
で
あ
る
者
に
対
す
る
よ
り
も
有
利
な
取
扱
い
を
与
え
て
は
な
ら
な
い
。
 
 
 

加
盟
諸
国
は
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
共
通
の
立
場
を
採
用
す
る
た
め
に
、
相
互
に
及
び
委
員
会
と
協
力
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 



第
七
条
は
、
定
義
外
配
当
、
す
な
わ
ち
、
清
算
分
配
や
無
償
交
付
株
式
な
ど
、
第
二
粂
の
配
当
の
定
義
に
該
当
し
な
い
配
当
で
も
、
加
盟
 
 

国
が
国
内
法
で
税
額
控
除
の
対
象
と
す
る
配
当
と
規
定
し
た
と
き
に
は
、
第
四
条
（
税
額
控
除
）
及
び
第
五
条
（
控
除
と
還
付
）
の
規
定
が
 
 

（
注
2
8
）
 
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
る
。
 
 

二
四
九
 
 
 

こ
の
条
は
、
第
三
国
（
自
国
及
び
E
C
加
盟
諸
国
以
外
の
国
）
の
居
住
者
に
税
額
控
除
を
認
め
得
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
第
五
条
（
前
 
 

条
）
が
E
C
内
の
居
住
者
に
つ
い
て
の
規
定
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
こ
の
粂
は
、
第
三
国
居
住
者
に
つ
い
て
の
規
定
で
あ
る
。
 
 
 

現
行
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
制
度
で
は
、
第
三
国
居
住
株
主
に
税
額
控
除
を
認
め
て
い
る
例
ほ
少
な
い
。
こ
の
指
令
案
で
は
、
第
四
条
 
 

第
一
項
の
例
外
と
し
て
、
税
額
控
除
権
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
 
 
 

後
段
は
、
有
利
取
扱
禁
止
の
規
定
で
あ
る
が
、
第
三
国
居
住
者
を
E
C
居
住
者
よ
り
有
利
に
取
扱
っ
て
い
け
な
い
の
は
、
①
税
額
控
除
に
 
 

つ
い
て
だ
け
な
の
か
、
②
指
令
の
全
条
項
に
つ
い
て
な
の
か
、
③
会
社
と
株
主
の
間
の
課
税
に
関
す
る
全
事
項
な
の
か
、
必
ず
し
も
明
ら
か
 
 

（
注
2
7
）
 
 

で
な
い
と
言
わ
れ
て
い
る
。
 
 
 

な
お
、
こ
の
は
か
、
開
発
途
上
国
の
居
住
者
等
に
よ
り
所
有
さ
れ
て
い
る
株
式
に
対
す
る
配
当
の
硬
扱
い
の
問
題
－
税
額
控
除
の
容
認
の
 
 

問
題
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

第
七
条
（
定
義
外
配
当
）
 
 
 

あ
る
加
盟
国
の
法
人
が
、
他
の
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
者
に
対
し
、
第
二
条
に
規
定
す
る
配
当
に
該
当
し
な
い
利
益
の
分
配
を
行
 
 

っ
た
場
合
に
ほ
、
そ
の
利
益
の
分
配
が
当
該
あ
る
加
盟
国
の
定
め
る
法
令
の
下
で
税
額
控
除
の
権
利
を
与
え
ら
れ
る
配
当
と
さ
れ
る
限
 
 

り
、
第
四
条
及
び
第
五
条
の
規
定
を
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 



関
 
税
額
控
除
の
横
道
－
ど
う
働
く
か
1
 
 
 

本
条
第
一
項
は
、
各
加
盟
国
が
そ
れ
ぞ
れ
税
額
控
除
の
率
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
。
そ
し
て
、
第
二
項
は
、
 
 

各
加
盟
国
は
単
一
税
額
控
除
率
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
幅
忙
つ
い
て
、
特
別
に
計
算
し
た
法
人
税
額
の
四
五
％
以
上
五
五
％
以
下
で
あ
 
 

る
べ
き
こ
と
を
定
め
て
い
る
。
 
 
 

こ
の
税
額
控
除
の
率
ほ
、
第
三
粂
の
単
一
法
人
税
率
と
密
接
に
関
連
し
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
な
お
、
こ
の
四
五
％
～
五
五
％
は
、
普
通
 
 

（
注
2
9
）
 
法
人
税
率
に
リ
ン
ク
し
、
か
つ
、
全
く
同
じ
幅
の
率
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
税
額
控
除
率
の
幅
の
決
定
方
式
ほ
、
き
わ
め
て
特
異
な
方
式
で
あ
る
。
現
行
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
で
は
、
こ
の
税
額
控
除
 
 

率
は
、
株
主
が
実
際
に
計
算
す
る
場
合
の
便
宜
を
考
え
て
、
受
額
配
当
額
（
グ
ロ
ス
・
ア
ッ
プ
前
）
に
対
す
る
一
定
率
と
し
て
定
め
ら
れ
て
 
 

い
る
の
が
普
通
で
あ
る
（
例
え
ば
フ
ラ
ン
ス
の
五
〇
％
）
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
現
在
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
を
採
用
し
て
い
る
諸
 
 

（
注
3
0
）
 
 

国
が
、
こ
の
指
令
案
方
式
に
定
め
る
範
囲
の
中
に
入
っ
て
い
る
か
ど
う
か
を
計
算
し
て
み
る
と
、
次
の
2
－
a
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
な
お
 
 

受
取
配
当
額
に
対
す
る
比
率
と
し
て
の
税
額
控
除
率
は
、
次
の
算
式
に
よ
り
、
こ
の
指
令
案
方
式
の
控
除
率
等
か
ら
算
出
さ
れ
る
。
（
P
＝
 
 
 

第
八
条
（
税
額
控
除
率
）
 
 

∽
 
各
加
盟
国
は
、
そ
の
国
の
法
人
に
よ
り
分
配
さ
れ
た
配
当
に
対
し
て
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
の
率
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

佃
 
各
加
盟
国
に
お
い
て
は
、
こ
の
率
は
単
一
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
こ
の
率
は
、
税
額
控
除
額
が
、
法
人
税
額
を
グ
ロ
 
 
 

ス
・
ア
ッ
プ
し
た
配
当
額
蘭
当
額
に
対
し
て
通
常
税
率
を
適
用
し
た
法
人
税
額
の
四
五
％
以
上
、
五
五
％
以
下
と
な
る
よ
う
に
定
め
 
 
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 



第2－a表 EC各国の対受取配当税額控除率から計算した対法  

人税税額控除率（＊印は指令案の範囲外のもの）  

国  名  法人税率（1）   
対受取配当税 額控除率（3）  対法人税税額 控除率（3）   

％   ％   ％  
ベ ル ギ ー  48   46   49，8   

ア ン  マ ー ク   ＊37   45   ＊76．6   

西 ド イ  ツ  留＊56，配＊36  36／64＝56．3  留＊44．2，配＊100．0   

フ  ラ  ン′  ス   50   50   50．0   

ア イ ル ラ ン ド   50   33／67＝49．3   49．3   

イ  ク リ  ー   ＊25   1／3＝33．3   ＊100．0   

イ  ギ リ  ス   52   33／67＝49．3   45．5   

（備考）（1）欄ほ第1表により，（3）欄は，下の算式により算出した。  

（2）欄はET1976．p．66Table3及びfoot note36より作成oこれ  
らの計数ほ，p．124．foot notelに一部示されている0ただし，イ  

ギリス及びアイルランドの対受取配当税額控除率は54．1（35／65）  

とされていたので改めた。1979年に3／7に改められる見込みで，  

その場合はイギリスの（3）欄は，＊39．5．1．となる0  

璃
襲
劇
 
b
＝
辞
＞
発
意
戸
遼
ヰ
か
常
溺
蒔
謬
償
 
c
＝
常
此
芦
 
 

辞
＞
苦
闘
竣
ヰ
蒜
溺
蒋
謬
償
）
 
c
＝
－
×
b
 
 
 

な
お
、
逆
に
、
受
取
配
当
に
対
す
る
税
額
控
除
率
C
が
判
明
し
 
 

て
い
る
と
き
の
法
人
税
額
に
対
す
る
税
額
控
除
率
b
は
次
の
算
式
 
 

に
よ
り
算
出
さ
れ
る
。
b
＝
惇
匝
一
×
c
 
a
 
 
 

こ
れ
を
計
算
例
で
示
す
と
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

〔
計
算
例
〕
 
 
 

法
人
税
の
通
常
税
率
四
五
％
、
第
八
条
第
二
項
の
法
人
税
額
に
 
 

対
す
る
税
額
控
除
率
五
五
％
の
場
合
、
受
取
配
当
額
に
対
す
る
比
 
 

率
は
、
次
の
よ
う
に
計
算
さ
れ
る
。
 
 
 

配
当
額
を
五
五
〇
と
す
れ
ば
、
こ
れ
に
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
 
 

額
は
∽
警
×
会
読
＝
N
彗
．
∽
 
で
あ
る
。
 
 
 

な
お
、
指
令
案
で
は
、
法
人
税
率
は
四
五
％
～
五
五
％
の
範
囲
 
 

内
と
さ
れ
、
ま
た
法
人
税
額
に
対
す
る
税
額
控
除
率
は
四
五
％
～
 
 

五
五
％
の
範
囲
内
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、
こ
れ
か
ら
受
取
配
当
に
 
 

対
す
る
税
額
控
除
率
の
最
高
と
最
低
を
計
算
す
る
と
、
最
高
六
七
 
 

二
五
一
 
 
 

A
∽
 
 

－
0
0
－
隕
∽
 
 ×
ひ
∽
＝
会
読
 
 



第2－b表 受取配当に対する税額控除率の最低と最高  

受取配当に対する控除率  
法 人税 率  

鮎禦慧蒜認諾警警誓l同左が最高（55％）のとき   

45％   37％   45％   

48   42   51   

50   45   55   

52   49   60   

55   55   67  

二
五
二
 
 

（
注
3
1
）
 
 

％
、
最
低
三
七
％
と
い
う
こ
と
に
な
る
（
第
2
－
b
表
参
照
）
。
 
 
 

物
 
税
額
控
除
の
構
造
と
調
和
の
目
標
 
 
 

株
主
の
実
際
手
取
額
は
、
こ
の
税
額
控
除
と
法
人
税
率
の
組
合
せ
で
、
ど
の
よ
う
に
変
る
か
を
 
 

計
算
す
る
と
、
次
の
よ
う
に
な
る
。
 
 
 

ま
ず
、
法
人
税
a
、
法
人
税
額
に
対
す
る
税
額
控
除
率
p
と
す
る
と
、
実
際
手
取
額
S
は
、
 
 

（
－
0
0
－
a
）
＋
p
 
a
＝
S
 
 

－
≡
Ⅰ
（
－
I
p
）
a
＝
S
 
 

（
注
3
2
）
 
 

と
な
る
。
 
 
 

a
と
p
の
最
大
、
最
小
は
四
五
％
、
五
五
％
で
あ
る
の
で
、
 
 
 

手
取
最
高
額
S
F
は
 
岩
0
1
（
－
1
P
∽
∽
）
×
缶
＝
遥
．
謡
 
 
 

手
取
最
低
額
S
－
は
ー
0
0
－
（
－
－
〇
．
会
）
×
∽
ひ
＝
怒
．
讃
 
 
 

と
な
る
の
で
、
手
取
り
の
差
は
、
利
益
一
〇
〇
の
と
き
一
〇
で
あ
り
、
一
〇
％
以
内
と
い
う
こ
 
 

と
に
な
る
。
高
い
法
人
税
率
の
と
き
は
、
税
額
控
除
率
も
高
く
し
、
低
い
法
人
税
率
の
と
き
は
、
 
 

税
額
控
除
率
も
低
く
す
れ
ば
、
手
取
額
は
変
ら
な
い
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
 
 

ー
0
0
1
（
－
1
P
設
）
×
∽
∽
＝
－
0
0
1
（
－
－
〇
．
余
）
×
余
 
で
あ
る
。
 
 
 

配
当
さ
れ
ず
に
社
内
に
留
保
さ
れ
る
所
得
に
対
す
る
法
人
税
額
は
、
株
主
の
税
額
控
除
の
対
象
 
 

と
さ
れ
な
い
の
で
へ
 
こ
の
分
は
、
株
主
の
追
加
負
担
と
な
る
。
も
っ
と
も
、
税
額
控
除
率
が
法
人
 
 
 



税
引
前
配
当
額
（
グ
ロ
ス
・
ア
ッ
プ
配
当
額
）
に
対
す
る
法
人
税
額
の
一
定
割
合
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
 
 
 

な
お
、
こ
の
税
額
控
除
率
の
幅
は
、
通
常
税
率
で
課
税
さ
れ
る
利
益
の
配
当
の
み
で
な
く
、
配
当
さ
れ
る
利
益
が
通
常
税
率
よ
り
高
い
税
 
 

（
注
3
3
）
 
 

率
で
課
税
さ
れ
又
ほ
補
完
税
が
課
さ
れ
た
場
合
に
も
適
用
さ
れ
る
。
 
 
 

㈱
 
租
税
の
帰
着
と
税
額
控
除
率
 
 
 

な
ぜ
こ
の
共
通
税
額
控
除
率
が
四
五
％
か
ら
五
五
％
の
間
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
ほ
、
理
論
的
に
は
、
委
員
会
 
 

の
法
人
税
の
帰
着
に
つ
い
て
の
評
価
に
基
づ
い
て
き
め
ら
れ
て
い
る
と
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
選
ば
れ
る
幅
は
、
名
目
上
は
課
税
 
 

（
注
3
4
）
 
さ
れ
る
も
の
で
ほ
な
い
が
事
実
上
負
担
す
る
そ
の
配
当
受
取
人
に
転
嫁
し
て
い
る
法
人
税
の
割
合
に
相
当
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
名
目
上
法
 
 

人
に
課
さ
れ
た
税
を
配
当
受
取
人
が
負
担
し
て
い
る
部
分
こ
そ
、
前
述
の
税
額
控
除
を
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
救
済
さ
れ
る
べ
き
二
重
課
税
 
 

の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
部
分
で
あ
る
と
す
る
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
法
人
税
の
何
％
が
実
際
に
株
主
に
転
嫁
し
て
い
る
か
が
問
題
と
な
る
。
 
 

経
済
学
者
の
間
で
こ
の
転
嫁
割
合
に
つ
い
て
の
一
般
的
同
意
は
、
そ
れ
は
ど
確
実
に
は
え
ら
れ
て
い
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
加
盟
国
が
選
ん
 
 

だ
税
額
控
除
率
に
そ
れ
は
ど
正
確
な
経
済
的
二
重
課
税
の
程
度
が
反
映
し
て
い
る
も
の
で
ほ
な
い
。
明
ら
か
に
委
員
会
は
、
こ
の
こ
と
を
知
 
 

っ
て
い
て
、
相
当
に
幅
の
あ
る
税
額
控
除
率
を
提
案
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
か
し
委
員
会
の
公
式
説
明
メ
モ
で
は
、
配
当
に
対
す
る
経
済
 
 

（
注
3
5
）
 
的
二
重
課
税
の
「
部
分
的
」
軽
減
を
図
る
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
・
シ
ス
テ
ム
を
選
ん
だ
と
述
べ
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。
 
 
 

第
九
条
（
補
完
税
と
予
納
税
）
 
 

∽
 
法
人
が
、
法
人
税
を
負
担
し
て
い
な
い
利
益
よ
り
配
当
を
行
う
場
合
に
限
り
、
そ
の
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
は
、
こ
れ
ら
の
配
当
 
 
 

に
付
与
さ
れ
た
税
額
控
除
の
額
に
等
し
い
補
完
税
（
P
C
O
m
p
e
n
S
已
r
O
y
七
宗
）
を
課
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

二
五
三
 
 
 



山
 
裾
完
税
と
予
納
税
－
な
ぜ
必
要
で
ど
う
働
く
か
。
 
 
 

こ
の
粂
の
第
一
項
は
、
法
人
税
の
非
課
税
所
得
又
は
軽
減
所
得
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
の
補
完
税
の
規
定
で
あ
り
、
第
二
項
ほ
五
年
以
上
 
 

前
の
課
税
留
保
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
の
補
完
税
の
規
定
で
あ
る
。
第
三
項
は
、
補
完
税
の
代
替
課
税
と
し
て
用
い
る
こ
と
の
で
き
る
予
納
 
 

税
の
規
定
で
あ
る
。
第
四
項
は
、
補
完
税
又
ほ
予
納
税
の
還
付
の
規
定
で
あ
る
。
 
 
 

二
五
四
 
 
 

法
人
が
、
軽
減
税
率
に
ょ
っ
て
法
人
税
を
負
担
し
た
利
益
よ
り
配
当
を
行
う
場
合
に
ほ
、
同
じ
ょ
う
に
補
完
税
を
課
さ
な
け
れ
ば
 
 
 

な
ら
な
い
が
、
軽
減
税
率
匠
相
当
す
る
軽
減
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

㈱
 
法
人
税
を
負
担
し
た
利
益
よ
り
行
わ
れ
た
配
当
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
五
年
以
上
前
に
留
保
さ
れ
た
利
益
か
ら
配
当
さ
れ
た
も
の
 
 
 

で
あ
る
場
合
に
は
、
加
盟
諸
国
は
、
第
一
項
に
定
め
る
補
完
税
を
課
す
権
限
を
有
す
る
。
 
 

㈱
 
当
該
加
盟
国
の
法
令
に
ょ
り
、
配
当
の
支
払
い
に
つ
き
、
少
な
く
と
も
税
額
控
除
額
と
同
額
の
法
人
税
の
予
納
（
a
ロ
a
d
＜
a
ロ
C
e
 
 
 

p
董
m
e
ロ
1
）
が
必
要
と
さ
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
こ
の
予
納
税
の
還
付
が
認
め
ら
れ
ず
、
か
つ
、
五
年
以
内
に
終
了
し
た
事
業
年
度
 
 
 

の
法
人
税
額
か
ら
こ
の
予
納
税
を
控
除
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
ほ
、
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
ほ
、
適
用
さ
れ
 
 
 

な
い
。
 
 

㈲
 
こ
の
補
完
税
及
び
こ
の
予
納
税
の
う
ち
、
そ
れ
以
前
の
一
文
は
二
以
上
の
事
業
年
度
の
法
人
税
額
か
ら
実
際
に
控
除
で
き
な
か
っ
 
 
 

た
も
の
に
つ
い
て
は
、
配
当
受
取
人
が
税
額
控
除
の
権
利
を
有
し
な
い
場
合
に
限
り
、
配
当
受
取
人
に
還
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

こ
の
選
択
権
を
行
使
す
る
場
合
に
は
、
配
当
受
帝
人
が
．
ど
の
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
還
付
し
な
け
れ
ば
な
 
 
 

ら
な
い
。
 
 



こ
れ
ら
の
制
度
は
、
税
額
控
除
の
適
用
を
実
際
に
経
済
的
二
重
課
税
が
存
在
す
る
場
合
に
限
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
可
変
的
な
 
 

税
額
控
除
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
は
、
課
税
所
得
、
非
課
税
所
得
、
軽
減
税
率
適
用
所
得
か
ら
の
配
当
を
区
分
計
算
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
あ
ま
り
 
 

（
注
3
6
）
 
 

実
際
的
で
な
い
の
で
採
用
さ
れ
ず
、
第
一
項
後
段
の
補
完
税
の
軽
減
で
処
理
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

例
え
ば
、
補
完
税
ほ
、
現
在
、
フ
ラ
ン
ス
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
で
採
用
さ
れ
て
お
り
、
予
納
税
は
イ
ギ
リ
ス
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
 
 

（
注
3
7
）
 
 

シ
ョ
ン
方
式
で
採
用
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

補
完
税
及
び
予
納
税
は
、
税
額
控
除
と
同
額
と
さ
れ
る
。
そ
し
て
そ
れ
が
課
税
さ
れ
れ
ば
、
株
主
は
そ
の
受
取
配
当
全
部
に
つ
い
て
、
税
 
 

（
注
3
8
）
 
 

額
控
除
を
適
用
で
き
る
。
補
完
税
と
予
納
税
は
、
同
じ
効
果
を
も
つ
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
を
設
例
で
示
せ
ば
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

⑦
 
補
完
税
の
場
合
の
設
例
 
 
 

①
非
課
税
所
得
、
一
〇
〇
 
 
②
配
当
額
、
五
〇
 
 
③
税
額
控
除
率
、
受
取
配
当
額
の
五
〇
％
の
場
合
 
 
 

こ
の
例
の
場
合
の
配
当
受
取
人
の
税
額
控
除
額
ほ
N
∽
＝
（
誓
×
∽
○
課
）
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
非
課
税
所
得
か
ら
の
配
当
に
は
、
 
 

税
額
控
除
額
と
同
額
の
二
五
の
補
完
税
が
課
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
補
完
税
も
受
取
配
当
額
の
五
〇
％
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
 
 

㊥
 
予
納
税
の
場
合
の
設
例
 
 
 

①
か
ら
③
ま
で
の
計
数
等
は
補
完
税
の
場
合
と
全
く
同
じ
と
す
る
。
予
納
税
制
度
で
ほ
、
法
人
が
配
当
を
支
払
う
と
き
に
税
額
控
除
額
と
 
 

同
額
の
予
納
税
が
納
付
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
、
五
〇
の
配
当
に
対
し
、
少
く
と
も
二
五
を
予
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

こ
の
予
納
税
は
、
そ
の
年
虔
の
最
終
法
人
税
額
か
ら
税
額
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
還
付
す
る
こ
と
ほ
で
き
な
い
。
こ
の
設
例
の
会
社
 
 

は
、
法
人
税
が
非
課
税
で
あ
る
か
ら
、
予
納
額
二
五
が
最
終
法
人
税
額
で
あ
る
。
 
 
 

補
完
税
と
予
納
税
が
同
じ
効
果
を
も
つ
こ
と
と
は
予
納
税
の
繰
戻
し
規
定
に
よ
っ
て
保
証
さ
れ
て
い
る
。
第
九
条
第
三
項
で
は
、
予
納
税
 
 

二
五
五
 
 
 



二
五
六
 
 

は
前
五
年
以
内
の
法
人
税
額
か
ら
の
税
簸
控
除
が
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
（
現
行
イ
ギ
リ
ス
の
制
度
は
二
年
 
 

の
繰
戻
し
と
無
制
限
の
繰
越
し
を
認
め
て
い
る
。
）
 
 
 

同
じ
結
果
に
な
る
こ
と
ほ
、
第
一
二
条
と
関
連
し
て
第
九
条
一
項
を
見
た
と
き
に
も
わ
か
る
。
す
な
わ
ち
、
補
完
税
に
つ
い
て
第
一
二
条
 
 

で
ほ
配
当
さ
れ
た
利
益
は
、
ま
づ
前
五
年
の
法
人
税
課
税
済
利
益
か
ら
配
当
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
補
完
税
の
負
担
が
緩
 
 

和
さ
れ
る
期
間
と
予
納
税
が
五
年
の
繰
戻
し
に
よ
っ
て
緩
和
さ
れ
る
期
間
ほ
全
く
同
じ
期
間
で
あ
る
。
ま
た
、
予
納
税
の
還
付
禁
止
も
、
補
 
 

完
税
と
同
じ
結
果
に
す
る
た
め
の
要
件
で
あ
る
。
こ
の
均
衡
は
、
第
九
条
二
項
に
よ
り
補
完
税
を
課
す
る
場
合
も
、
そ
の
補
完
税
は
五
年
以
 
 

上
前
に
留
保
さ
れ
た
法
人
税
課
税
済
利
益
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
の
み
課
税
で
き
る
こ
と
で
保
た
れ
て
い
る
。
（
こ
の
ル
ー
ル
が
例
え
ば
フ
 
 

（
注
3
9
）
 
 

ラ
ン
ス
で
は
行
政
上
の
便
宜
の
た
め
に
適
用
さ
れ
て
い
る
。
）
 
 
 

拗
 
補
完
税
及
び
予
納
税
制
度
の
効
果
 
 
 

補
完
税
又
は
予
納
税
は
、
こ
れ
ら
を
支
払
う
法
人
の
税
負
担
に
な
る
の
か
ど
う
か
と
い
う
の
が
、
こ
こ
で
の
問
題
で
あ
る
。
答
は
そ
の
と
 
 

る
立
場
に
ょ
っ
て
異
な
る
。
も
し
、
配
当
が
、
加
盟
国
内
で
法
人
税
を
負
担
し
て
い
な
い
な
ら
、
株
主
の
配
当
に
税
額
控
除
の
権
利
を
認
め
 
 

る
理
由
は
な
い
。
 
 

（
注
亜
）
 
 
 

会
社
負
担
と
な
る
か
ど
う
か
設
例
で
み
て
み
ょ
う
。
 
 
 

①
P
社
利
益
、
三
〇
〇
（
＝
非
課
税
所
得
）
、
②
配
当
一
五
〇
 
 
 

そ
こ
で
、
ク
ラ
シ
ッ
ク
方
式
で
は
、
留
保
一
五
〇
、
配
当
一
五
〇
と
な
る
。
 
 
 

イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
で
は
、
留
保
一
五
〇
、
受
取
配
当
一
五
〇
（
税
額
控
除
権
な
し
）
と
な
る
。
 
 
 

こ
の
例
で
、
一
五
〇
の
留
保
を
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
グ
ロ
ス
配
当
を
一
五
〇
と
し
、
補
完
税
五
〇
を
控
除
し
て
純
配
当
を
一
〇
〇
と
す
 
 
 



れ
ば
よ
い
。
補
完
税
額
は
税
額
控
除
額
と
等
し
い
の
で
、
一
〇
〇
の
現
金
配
当
と
税
額
控
除
権
五
〇
を
受
取
れ
ば
、
合
計
で
一
五
〇
の
受
取
 
 

り
と
な
る
。
こ
う
す
れ
ば
、
前
の
例
と
同
じ
結
果
と
な
る
。
 
 
 

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
処
理
方
式
に
ほ
二
つ
の
欠
点
が
あ
る
。
第
一
ほ
、
非
居
住
者
の
場
合
で
、
非
居
住
者
に
は
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
 
 

な
い
の
で
、
一
〇
〇
の
配
当
の
み
と
な
る
点
で
あ
る
。
第
二
は
、
株
主
は
税
額
控
除
権
が
あ
っ
て
も
、
一
〇
〇
の
配
当
と
受
取
る
だ
ろ
う
と
 
 

い
う
点
で
あ
る
。
一
五
〇
の
現
金
配
当
を
す
る
た
め
に
二
二
五
の
グ
ロ
ス
配
当
を
行
え
ば
、
会
社
の
留
保
は
七
五
と
な
る
。
補
完
税
は
、
会
 
 

社
の
留
保
利
益
を
減
ら
す
効
果
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。
 
 
 

㈲
 
法
人
の
負
担
と
な
る
効
果
を
回
避
す
る
た
め
の
解
決
策
 
 
 

今
回
の
指
令
案
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
で
は
、
補
完
税
又
は
予
納
税
が
法
人
の
負
担
と
な
る
こ
と
を
解
決
す
る
完
全
に
満
足
な
回
 
 

答
は
見
出
さ
れ
な
い
よ
う
で
あ
る
。
最
終
的
に
は
第
一
二
条
の
特
別
な
配
当
充
当
ル
ー
ル
を
用
い
る
一
般
的
制
度
に
よ
る
解
決
が
試
み
ら
れ
 
 

て
い
る
。
こ
の
ル
ー
ル
で
は
、
ま
ず
配
当
は
法
人
税
課
税
済
配
当
か
ら
な
る
も
の
と
み
な
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
補
完
税
や
予
納
税
が
課
 
 

さ
れ
る
場
合
ほ
少
な
く
、
そ
の
結
果
、
法
人
が
負
担
す
る
と
い
う
場
合
は
あ
ま
り
生
じ
な
い
と
思
わ
れ
る
。
例
え
ば
、
現
行
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
 
 

ー
シ
ョ
ソ
制
度
で
補
完
税
を
規
定
し
て
い
る
フ
ラ
ン
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
西
ド
イ
ツ
で
も
、
事
実
上
、
そ
れ
に
近
い
結
果
と
な
っ
て
い
 
 

る
。
イ
ギ
リ
ス
も
予
納
税
の
繰
戻
し
の
方
法
で
同
じ
よ
う
に
そ
れ
に
近
い
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
補
完
税
等
の
法
人
に
よ
る
負
担
を
 
 

回
避
す
る
一
つ
の
可
能
な
方
法
は
、
現
金
で
な
く
無
償
交
付
株
式
（
b
O
ロ
a
S
 
S
F
胃
e
）
 
で
支
払
う
こ
と
で
あ
る
。
無
償
交
付
株
式
は
配
当
の
 
 

定
義
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
の
で
税
額
控
除
の
対
象
と
さ
れ
ず
、
し
た
が
っ
て
補
完
税
や
予
納
税
の
支
払
義
務
が
な
い
か
ら
で
あ
る
。
し
か
 
 

し
、
そ
の
株
式
が
公
開
市
場
に
上
場
さ
れ
て
い
な
い
多
く
の
会
社
の
場
合
に
は
、
無
償
交
付
株
式
は
当
座
の
利
益
を
望
む
株
主
に
受
入
れ
ら
 
 

れ
な
い
で
あ
ろ
う
。
他
の
可
能
な
解
決
方
法
は
、
E
C
内
の
親
会
社
か
ら
第
三
国
の
子
会
社
及
び
事
業
に
対
す
る
費
用
項
目
の
配
賦
や
E
C
 
 

二
五
七
 
 
 



二
五
入
 
 

内
の
子
会
社
や
事
業
へ
収
益
項
目
の
配
賦
を
試
み
る
こ
と
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
試
み
は
、
各
国
の
税
務
磯
閃
か
ら
抗
議
さ
れ
る
 
 

（
注
祖
1
）
 
 

こ
と
は
確
実
で
あ
る
。
 
 
 

U
 
税
額
控
除
と
補
完
税
又
は
予
納
税
 
 
 

第
一
〇
条
は
、
親
子
会
社
間
の
配
当
が
再
配
当
さ
れ
る
場
合
の
取
扱
い
を
定
め
て
い
る
。
第
一
項
は
、
親
会
社
と
子
会
社
と
が
興
っ
た
加
 
 

盟
国
に
あ
る
場
合
の
取
扱
い
で
あ
り
、
第
二
項
は
、
親
子
会
社
が
同
一
加
盟
国
に
あ
る
場
合
の
取
扱
い
で
あ
る
。
 
 
 

指
令
案
第
四
条
の
税
額
控
除
は
、
株
主
側
で
配
当
が
課
税
さ
れ
る
と
き
に
の
み
適
用
さ
れ
る
。
こ
の
指
令
案
で
ほ
、
E
C
内
の
子
会
社
か
 
 
 

第
十
条
（
再
配
当
）
 
 

m
 
親
会
社
が
、
▲
他
の
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
子
会
社
か
ら
前
五
年
以
内
に
終
了
し
た
事
業
年
度
中
に
受
け
取
っ
た
配
当
を
再
配
当
 
 
 

す
る
場
合
に
は
、
子
会
社
か
ら
の
配
当
に
付
与
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
の
額
は
、
親
会
社
が
負
担
す
る
第
九
粂
に
定
め
る
補
完
税
の
 
 
 

額
又
は
予
納
税
の
額
を
算
出
す
る
場
合
の
基
礎
に
算
入
し
、
か
つ
、
そ
の
補
完
税
額
又
は
予
納
税
額
か
ら
控
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
 
 
 

い
。
た
だ
し
、
超
過
額
は
還
付
さ
れ
な
い
。
 
 

物
 
加
盟
国
の
法
人
が
、
同
じ
国
の
法
人
よ
り
受
け
取
る
配
当
に
つ
い
て
法
人
税
を
課
さ
れ
ず
、
か
つ
、
そ
の
配
当
を
再
配
当
す
る
場
 
 
 

合
に
は
、
次
の
い
ず
れ
か
が
適
用
さ
れ
る
。
 
 

－
 
第
一
項
に
規
定
す
る
税
額
控
除
ル
ー
ル
を
適
用
す
る
。
（
こ
の
場
合
に
は
、
当
該
加
盟
国
ほ
、
配
当
が
前
五
年
以
内
に
終
了
 
 

す
る
事
業
年
度
よ
り
前
に
お
い
て
受
け
取
ら
れ
て
い
た
も
の
で
あ
っ
て
も
、
税
額
控
除
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
）
又
は
 
 

1
第
九
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
補
完
税
又
は
予
納
税
を
課
さ
な
い
こ
と
と
す
る
。
 
 



ら
親
会
社
が
受
取
る
配
当
は
課
税
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
税
額
控
除
権
ほ
与
え
ら
れ
て
い
な
い
。
 
 
 

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
指
令
案
笠
二
〇
粂
第
一
項
は
子
会
社
か
ら
の
配
当
に
税
額
控
除
権
が
付
与
さ
れ
る
と
親
定
し
て
い
る
。
第
一
〇
粂
 
 

第
表
の
用
語
の
単
純
な
解
釈
か
ら
は
、
こ
の
二
つ
の
規
定
は
矛
盾
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
も
し
、
第
九
条
に
よ
り
、
そ
の
会
社
か
ら
の
 
 

非
課
税
の
配
当
を
再
配
当
し
て
い
る
か
ら
と
い
う
こ
と
で
親
会
社
に
補
完
税
又
は
予
納
税
が
課
さ
れ
る
な
ら
ば
、
親
会
社
の
株
主
は
、
第
一
〇
 
 

粂
竺
項
の
規
定
が
な
け
れ
ば
、
子
会
社
か
ら
直
接
配
当
を
受
取
っ
た
場
合
よ
り
悪
い
処
遇
と
な
る
。
そ
こ
で
こ
の
間
の
差
異
を
な
く
す
た
 
 

め
、
子
会
社
の
配
当
に
付
与
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
の
権
利
は
、
親
会
社
の
株
主
に
そ
の
子
会
社
配
当
が
再
配
当
が
さ
れ
る
と
き
に
の
み
与
え
 
 

ら
れ
る
。
こ
れ
が
、
第
四
条
及
び
第
九
条
と
関
連
さ
せ
て
み
た
第
一
〇
姦
策
一
項
の
意
味
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
関
連
づ
け
た
制
度
は
、
異
っ
 
 

た
方
法
で
は
あ
る
が
、
現
行
の
フ
ラ
ン
ス
及
び
イ
ギ
リ
ス
の
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
制
度
で
と
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
直
接
株
主
と
間
接
 
 

（
注
4
2
）
 
 

株
主
と
の
差
別
を
な
く
す
た
め
に
、
第
一
〇
粂
第
一
項
の
娩
定
に
よ
っ
て
、
税
額
控
除
を
親
会
社
の
株
主
へ
通
り
抜
け
さ
せ
て
い
る
の
で
あ
る
 
 
 

拗
 
親
子
関
係
が
あ
る
と
き
と
は
 
 
 

親
子
関
係
が
あ
る
と
き
と
は
、
こ
の
指
令
案
第
二
粂
の
親
会
社
の
定
義
の
と
こ
ろ
で
説
明
し
た
よ
う
に
、
資
本
の
二
〇
％
以
上
を
有
す
る
 
 

こ
と
や
二
〇
％
未
満
で
も
現
物
出
資
に
よ
り
設
立
し
た
会
社
を
い
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
多
く
の
加
盟
国
は
、
二
〇
％
以
上
の
持
 
 

分
基
準
を
と
っ
て
い
る
。
イ
タ
リ
ア
を
除
き
、
次
の
第
3
表
の
最
低
持
分
以
上
の
持
分
を
有
す
る
法
人
間
配
当
は
、
次
表
の
非
課
税
割
合
に
 
 

掲
誓
よ
う
に
、
は
と
ん
ど
一
〇
〇
％
非
課
税
摘
ヂ
い
る
。
（
イ
タ
リ
ア
も
、
第
3
蓑
備
考
の
と
お
り
今
ほ
一
〇
〇
％
非
課
税
で
あ
る
。
）
 
 
 

㈲
 
異
っ
た
加
盟
国
に
あ
る
親
会
社
と
子
会
社
の
場
合
 
 

前
に
説
明
し
た
よ
う
に
、
第
一
〇
条
第
〓
甥
ほ
、
親
会
社
が
他
の
加
盟
国
内
の
子
会
社
よ
り
の
受
取
配
当
を
再
配
当
す
る
場
合
に
は
、
子
 
 

会
社
の
配
当
に
付
与
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
の
権
利
を
親
会
社
の
株
主
に
引
渡
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
 
 

二
五
九
 
 
 



第3表 EC各国の法人受取配当の非課税割合等  

国  名  最低持株割合   非課税割合   

ベ ル ギ ー   な  し   95％（ある場合は90％）   

デ ン マ ー ク   25％   100．％   

合ほより 
フ ラ ン ス  10％（多芸管掌誓まク）  95％（蒙票㌘ 

西 ド イ ツ   25％   100％   

）  

アイルラソド   な  し   100％   

ルクセソブルグ   25％   100％   

オ ラ ン ダ   5％（又はより少）   100％   

イ ギ リ ス   乃こ  し   100％   

（備考）1977年の改正の結果，イタリアの法人間配当は、最低持株割合の  
制限なしに，100％益金不算入に改められた0イタリアのインビュテ  
ーショソ・システムについては，Europian Taxation，Vol．18（1978），  

p．260′一267で紹介されている0  

二
六
〇
 
 

り
子
会
社
の
直
接
株
主
と
親
会
社
を
通
ず
る
間
接
株
主
と
が
同
様
に
取
扱
わ
 
 

れ
る
こ
と
に
な
る
。
 
 
 

な
お
、
間
接
株
主
で
あ
る
親
会
社
の
株
主
に
は
、
そ
の
親
会
社
の
属
す
る
 
 

加
盟
国
に
お
い
て
施
行
さ
れ
て
い
る
率
に
よ
っ
て
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
 
 

る
。
そ
こ
で
子
会
社
の
属
す
る
加
盟
国
の
税
額
控
除
率
と
親
会
社
の
属
す
る
 
 

加
盟
国
の
税
額
控
除
率
と
が
異
な
る
場
合
は
、
親
会
社
の
段
階
で
調
整
を
行
 
 

う
必
要
が
生
ず
る
。
そ
の
た
め
に
、
親
会
社
が
再
配
当
を
す
る
と
き
に
、
子
 
 

会
社
の
配
当
に
付
与
さ
れ
た
税
額
控
除
を
親
会
社
の
補
完
税
額
又
は
予
納
税
 
 

（
注
幽
）
 
 

額
か
ら
控
除
す
る
と
い
う
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
用
い
て
い
る
の
で
あ
る
。
 
 
 

計
算
例
で
、
こ
の
直
接
株
主
と
間
接
株
主
と
の
調
整
を
示
す
と
、
次
の
と
 
 

（
注
4
5
）
 
 

お
り
。
 
 
 

〔
間
接
株
主
の
場
合
〕
 
 
 

①
親
会
社
ほ
子
会
社
よ
り
の
受
取
配
当
一
〇
〇
を
再
配
当
し
よ
う
と
し
 
 
 

て
い
る
。
②
子
会
社
よ
り
の
受
坂
配
当
に
付
与
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
権
 
 
 

ほ
四
二
③
親
会
社
国
の
税
貌
控
除
率
は
受
取
配
当
額
の
五
〇
％
で
あ
る
。
 
 
 

∽
補
完
税
の
課
税
標
準
 
】
岳
＋
缶
＝
－
き
 
 
 

伺
補
完
税
率
 
∽
∽
㌫
課
（
税
額
控
除
率
が
配
当
額
の
五
〇
％
の
と
き
 
 
 



桐
㈹
に
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
（
控
除
率
五
〇
％
）
 
澄
×
P
∽
＝
台
 
 
 

所
親
会
社
の
株
主
の
課
税
所
得
 
筐
＋
彗
＝
－
臣
 
 
 

〔
直
接
株
主
の
場
合
〕
 
 
 

子
会
社
の
直
接
株
主
は
、
一
〇
〇
の
配
当
を
得
た
場
合
、
税
額
控
除
権
は
四
一
が
付
与
さ
れ
る
。
そ
の
課
税
所
得
は
一
四
一
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
よ
う
に
し
て
、
直
接
株
主
、
間
接
株
主
無
差
別
の
原
則
が
保
た
れ
る
。
（
間
接
株
主
の
税
額
控
除
は
、
親
会
社
が
補
完
税
六
を
追
加
 
 
 

納
付
し
て
い
る
の
で
四
七
と
な
る
の
で
あ
る
。
）
 
 
 

こ
の
例
と
逆
に
、
子
会
社
所
属
国
の
税
額
控
除
率
が
親
会
社
所
属
国
の
税
額
控
除
率
よ
り
高
い
場
合
に
は
、
理
論
的
に
は
、
親
会
社
に
対
 
 

し
て
超
過
額
を
還
付
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
手
続
は
執
行
上
困
難
で
あ
る
と
予
想
さ
れ
る
の
で
、
無
差
別
の
原
則
を
放
 
 

（
江
4
6
）
 
 

棄
し
て
、
還
付
を
行
わ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
資
本
の
自
由
流
通
を
妨
げ
る
も
の
と
し
て
問
題
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

な
お
、
子
会
社
よ
り
の
配
当
の
受
取
り
と
そ
の
親
会
社
に
よ
る
再
配
当
と
の
間
が
著
し
く
長
期
で
あ
る
場
合
に
は
、
親
会
社
の
配
当
の
原
 
 

資
を
そ
れ
ぞ
れ
源
泉
に
割
当
て
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
こ
の
困
難
を
避
け
る
た
め
、
子
会
社
の
配
当
に
付
さ
れ
て
い
た
税
額
控
除
権
の
額
 
 

を
補
完
税
か
ら
控
除
す
る
こ
と
は
、
過
去
五
年
以
内
に
受
取
っ
た
配
当
を
再
配
当
す
る
場
合
に
の
み
適
用
す
る
こ
と
に
限
定
さ
れ
て
い
る
の
 
 

二
六
一
 
 
 

㈹
税
額
捜
除
額
 
 

⇔
差
引
補
完
税
ネ
ッ
ト
額
 
 

銅
親
会
社
の
配
当
可
能
額
 
 

は
、
S
の
課
税
標
準
に
対
す
る
税
率
は
・
鮎
針
・
＝
豊
§
 
 
 

し
た
が
っ
て
、
補
完
税
額
ほ
 
一
缶
×
∽
∽
㌫
＝
彗
 
 

A
－
 
 

の
＝
（
彗
－
臣
）
 
 

－
0
0
－
？
旦
冨
 
 



二
六
二
 
 
 

で
あ
る
。
 
 
 

㈲
 
同
一
加
盟
国
に
あ
る
親
会
社
と
子
会
社
 
 
 

同
一
加
盟
国
内
の
親
会
社
と
子
会
社
間
の
配
当
に
つ
い
て
ほ
、
第
一
項
の
是
正
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
適
用
を
義
務
づ
け
る
必
要
は
な
い
。
 
 

そ
れ
ほ
税
額
控
除
率
が
親
会
社
の
株
主
も
子
会
社
の
株
主
も
同
じ
だ
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
第
二
項
方
式
の
第
一
法
（
控
除
方
式
）
 
 

（
注
餌
）
 
 

も
、
第
二
法
（
非
課
税
方
式
）
も
、
実
際
上
同
じ
結
果
と
な
る
。
 
 
 

第
一
法
は
フ
ラ
ン
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
及
び
イ
ギ
リ
ス
の
現
行
制
度
で
採
ら
れ
て
お
り
、
第
二
法
は
ベ
ル
ギ
ー
と
西
ド
イ
ツ
で
採
用
さ
れ
 
 

て
い
る
。
 
 
 

こ
の
粂
は
、
他
加
盟
国
に
あ
る
恒
久
的
施
設
か
ら
の
利
益
の
配
当
に
つ
い
て
、
他
加
盟
国
の
子
会
社
か
ら
の
配
当
の
場
合
と
同
様
の
税
頬
 
 
 

第
十
一
条
（
他
加
盟
国
所
在
の
恒
久
的
施
設
の
利
益
の
配
当
）
 
 
 

加
盟
国
の
法
人
よ
り
分
配
さ
れ
た
配
当
が
、
他
の
加
盟
国
に
所
在
す
る
恒
久
的
施
設
に
係
る
前
五
年
以
内
に
終
了
し
た
事
業
年
度
の
 
 

利
益
よ
り
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
次
に
よ
る
。
 
 
 

－
 
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
対
し
、
そ
の
施
設
の
所
在
す
る
国
に
お
い
て
施
行
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
の
権
利
を
与
え
、
か
 
 

つ
、
第
九
条
に
規
定
す
る
法
人
に
対
す
る
ル
ー
ル
を
こ
の
施
設
に
対
し
て
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

1
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
対
し
て
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
の
額
は
、
そ
の
法
人
が
負
担
す
る
第
九
条
に
定
め
る
補
完
税
の
額
 
 

又
は
予
納
税
の
額
を
算
出
す
る
場
合
の
基
礎
に
算
入
し
、
か
つ
、
そ
の
補
完
税
額
又
は
予
納
税
額
か
ら
控
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
 
 

い
。
た
だ
し
、
超
過
額
は
還
付
さ
れ
な
い
。
 
 



控
除
の
調
整
を
規
定
し
て
い
る
。
 
 
 

す
な
わ
ち
、
こ
の
条
で
は
、
第
一
〇
条
第
一
項
の
子
会
社
に
対
す
る
ル
ー
ル
が
修
正
さ
れ
て
、
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
対
し
適
用
す
 
 

る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。
 
 
 

そ
の
内
容
は
、
法
人
の
本
店
が
、
他
の
加
盟
国
に
属
す
る
恒
久
的
施
設
に
よ
り
稼
得
し
た
利
益
を
配
当
す
る
場
合
に
は
、
次
の
よ
う
に
処
 
 

（
注
亜
）
 
 

埋
せ
よ
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
 
 
 

①
 
恒
久
的
施
設
の
属
す
る
国
が
、
こ
の
利
益
に
対
し
て
税
額
控
除
の
権
利
を
認
め
る
。
 
 
 

②
 
法
人
の
属
す
る
国
が
補
完
税
を
課
し
、
子
会
社
よ
り
の
配
当
に
対
す
る
税
額
控
除
ル
ー
ル
を
、
子
会
社
と
同
様
の
五
年
間
の
期
間
制
 
 

限
の
下
に
適
用
す
る
。
 
 
 

恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
が
そ
の
属
す
る
国
の
法
律
に
よ
り
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
国
は
第
九
条
に
規
定
す
る
補
完
税
及
 
 

び
予
納
税
を
課
税
す
る
。
し
か
し
、
こ
の
課
税
ほ
本
店
が
こ
の
利
益
を
配
当
し
た
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
場
合
に
の
み
行
わ
れ
る
。
 
 
 

こ
の
規
定
ほ
、
国
内
の
恒
久
的
施
設
に
ほ
適
用
さ
れ
な
い
。
そ
れ
ほ
、
国
内
の
恒
久
的
施
設
の
利
益
は
そ
れ
が
区
分
し
て
法
人
税
の
対
象
 
 

と
さ
れ
る
の
で
は
な
く
て
、
法
人
の
合
計
利
益
の
一
部
と
し
て
課
税
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
な
お
、
②
の
控
除
法
の
適
用
に
あ
た
っ
て
の
還
 
 

（
注
4
9
）
 
 

付
の
欠
除
が
、
資
本
流
通
の
自
由
化
を
妨
げ
る
こ
と
に
な
る
と
の
指
摘
も
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

第
十
二
条
（
配
当
源
資
の
充
当
順
序
）
 
 

川
 
こ
の
指
令
の
適
用
上
、
加
盟
国
の
法
人
に
よ
り
な
さ
れ
る
配
当
は
、
次
に
よ
り
な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
 
 

1
第
一
に
、
直
前
事
業
年
度
の
利
益
で
あ
っ
て
配
当
の
経
済
的
二
重
課
税
の
緩
和
措
置
を
受
け
ら
れ
る
も
の
。
す
な
わ
ち
、
そ
 
 

二
六
三
 
 
 



川
 
配
当
の
源
資
－
基
本
ル
ー
ル
1
 
 
 

こ
の
条
第
一
項
は
、
配
当
に
あ
て
ら
れ
た
利
益
の
源
泉
を
決
定
す
る
ル
ー
ル
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
第
一
〇
条
（
市
配
当
）
及
 
 

び
第
一
一
条
（
他
加
盟
国
に
所
在
す
る
恒
久
的
施
設
の
利
益
か
ら
の
配
当
）
の
補
完
税
及
び
税
額
控
除
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
正
し
く
適
用
さ
れ
る
 
（
注
5
0
）
 
 

よ
う
に
す
る
た
め
で
あ
り
、
か
つ
、
第
一
三
条
（
控
除
費
用
の
負
担
）
に
定
め
る
加
盟
国
間
の
財
政
補
償
制
度
の
運
営
の
た
め
で
あ
る
。
 
 
 

二
六
四
 
 

の
国
内
で
発
生
し
た
利
益
、
他
の
加
盟
国
に
あ
る
子
会
社
よ
り
の
配
当
、
及
び
他
の
加
盟
国
に
あ
る
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
 
 

に
帰
せ
ら
れ
る
部
分
で
あ
っ
て
、
比
例
配
分
基
準
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
部
分
 
 
 

－
次
い
で
、
必
要
で
あ
れ
ば
、
配
当
前
五
年
以
内
に
終
了
し
た
事
業
年
度
の
利
益
で
あ
っ
て
配
当
の
経
済
的
二
重
課
税
の
緩
和
 
 

措
置
を
受
け
ら
れ
る
も
の
。
す
な
わ
ち
、
そ
の
国
内
で
発
生
し
た
利
益
、
他
の
加
盟
国
に
あ
る
子
会
社
よ
り
の
配
当
、
及
び
加
 
 

盟
国
匠
あ
る
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
帰
せ
ら
れ
る
部
分
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ら
の
利
益
及
び
配
当
の
全
体
を
考
慮
し
て
比
例
 
 

配
分
基
準
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
部
分
 
 
 

－
更
に
、
必
要
で
あ
れ
ば
、
そ
の
国
内
で
発
生
し
た
配
当
よ
り
五
年
以
上
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
の
利
益
で
あ
っ
て
、
配
当
 
 

の
経
済
的
二
重
課
税
の
緩
和
措
置
を
受
け
ら
れ
る
も
の
 
 
 

1
最
後
に
、
必
要
で
あ
れ
ば
、
そ
の
他
の
源
泉
か
ら
の
も
の
 
 

聞
 
こ
の
粂
の
適
用
上
、
「
配
当
の
経
済
的
二
重
課
税
の
緩
和
措
置
を
受
け
ら
れ
る
利
益
」
と
は
、
も
し
そ
れ
が
配
当
さ
れ
た
と
し
て
 
 

も
補
完
税
の
課
税
を
受
け
る
こ
と
が
な
い
か
、
又
は
第
九
条
彗
一
項
に
規
定
す
る
予
納
税
が
そ
れ
以
前
の
一
又
は
二
以
上
の
事
業
年
 
 
 

度
の
法
人
税
硬
か
ら
実
際
に
控
除
さ
れ
る
も
の
を
い
い
、
貨
二
〇
条
及
び
第
一
一
条
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
利
益
も
含
ま
れ
る
。
 
 



第4蓑 指令案方式による源資充当  

会社Ⅲl会社Ⅳ  項  目 l会社Ⅰ】会社Ⅱ  

0
 
 
0
 
 
0
 
 
0
 
 
5
 
 
5
 
 

5
 
 
2
 
 
2
 
 

0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
 
 

0
 
 
0
 
 
5
 
 
0
 
 
5
 
 
0
 
 

3
 
 
7
 
 
1
 
 
5
 
 
2
 
 
1
 
 

1課税利益  

2 非課税利益  

3 法 人 税  

4 配   当  

5 税額控除  

6 補完税又は予納税   

0
 
 
0
 
 
5
 
 
0
 
 
5
 
 
0
 
5
 
 
5
 
 
2
 
 
5
 
 
2
 
 

0
 
 
0
 
 
0
 
 
0
 
 
5
 
 
0
 
 

5
 
 
5
 
 
2
 
 

0
 
 

1
 
 

こ
の
条
は
、
法
人
の
配
当
は
、
ま
ず
、
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
る
利
益
を
源
資
と
す
る
も
の
で
 
 

あ
る
と
い
う
原
則
を
立
て
て
い
る
。
こ
の
立
場
は
、
補
完
税
が
最
高
率
で
課
さ
れ
る
ケ
ー
ス
を
で
 
 

き
る
か
ぎ
り
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
法
人
全
般
に
と
っ
て
有
利
な
も
の
で
あ
 
 

る
。
し
か
し
、
特
に
第
三
国
に
あ
る
子
会
社
又
は
恒
久
的
施
設
か
ら
相
当
の
利
益
を
受
け
る
法
人
 
 

が
不
利
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
に
採
用
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
 
 
 

他
方
、
配
当
法
人
の
属
す
る
国
に
お
い
て
発
生
し
た
利
益
と
そ
の
他
の
加
盟
国
に
お
い
て
発
生
 
 

づ
れ
の
場
合
も
、
法
人
税
の
通
常
税
率
及
税
額
控
除
の
率
（
対
受
領
配
当
）
は
、
と
も
に
五
〇
％
 
 

し
た
利
益
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
に
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
て
い
る
限
り
、
区
別
さ
れ
な
い
。
こ
 
 

れ
ら
は
す
べ
て
プ
ー
ル
さ
れ
、
厳
密
に
比
例
配
分
基
準
に
よ
り
配
当
さ
れ
る
と
み
な
さ
れ
る
。
し
 
 

か
し
、
計
算
を
簡
単
に
す
る
た
め
、
直
前
事
業
年
度
の
利
益
が
、
留
保
さ
れ
て
い
た
利
益
よ
り
、
 
 

（
注
5
1
）
 
 

先
に
配
当
さ
れ
た
と
み
な
さ
れ
る
。
 
 
 

佃
 
配
当
源
資
ル
ー
ル
の
個
別
適
用
 
 
 

㈹
 
第
九
条
（
補
完
税
と
予
納
税
）
の
場
合
 
 
 

補
完
税
に
つ
い
て
、
四
つ
の
会
社
の
計
算
例
を
挙
げ
る
と
上
の
第
4
表
う
と
お
り
で
あ
る
。
い
 
 

（
注
記
）
 
 

と
し
、
配
当
受
取
人
は
税
額
控
除
の
権
利
が
あ
る
と
す
る
。
 
 
 

（
第
4
表
の
説
明
）
 
①
会
社
Ⅰ
の
配
当
の
金
額
は
、
明
ら
か
に
課
税
利
益
か
ら
な
さ
れ
た
も
の
 
 
 

で
あ
る
か
ら
、
補
完
税
は
課
さ
れ
な
い
。
㊥
ま
た
、
会
社
Ⅳ
の
配
当
の
全
額
は
、
明
ら
か
に
非
 
 

二
六
五
 
 
 



第5表 指令案方式と比例配分方式の比較  

（注）前表により配当はすべての会社が50とされている。  

二
六
六
 
 
 

課
税
利
益
か
ら
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
の
で
、
二
五
（
∽
○
×
g
訳
）
の
補
完
税
が
 
 
 

課
さ
れ
る
。
㊦
会
社
Ⅱ
は
利
益
の
半
分
が
課
税
さ
れ
、
か
つ
、
半
分
が
非
課
税
で
 
 
 

あ
る
。
し
か
し
、
配
当
は
、
前
者
（
配
当
の
額
）
が
後
者
の
金
額
（
課
税
利
益
の
 
 
 

額
）
を
超
え
て
い
な
い
の
で
、
も
っ
ぱ
ら
課
税
利
益
か
ら
な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
 
 
 

さ
れ
る
。
そ
れ
で
、
補
完
税
は
課
税
さ
れ
な
い
。
㊤
会
社
Ⅲ
の
場
合
は
、
配
当
は
 
 
 

ま
ず
課
税
利
益
の
硬
か
ら
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
そ
の
金
額
は
三
〇
で
あ
 
 
 

る
か
ら
、
残
り
二
〇
が
非
課
税
利
益
か
ら
配
当
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
の
で
、
 
 
 

補
完
税
一
〇
（
N
O
X
∽
○
訳
）
を
課
さ
れ
る
。
 
 
 

な
お
、
E
C
以
外
の
第
三
国
か
ら
の
配
当
が
あ
る
と
き
と
な
い
と
き
で
は
、
同
じ
 
 

利
益
額
を
前
提
と
し
て
も
実
際
配
当
額
は
、
配
当
が
な
い
場
合
が
高
く
、
こ
の
差
は
 
 

第
三
国
分
の
補
完
税
が
罰
金
（
p
e
n
已
t
y
）
 
と
し
て
働
く
場
合
が
あ
る
こ
と
を
示
し
 
 

て
い
る
。
 
 
 

指
令
案
の
課
税
利
益
優
先
充
当
方
式
の
は
か
に
、
比
例
配
分
充
当
方
式
も
考
え
ら
 
 

（
注
5
3
）
 
 

れ
る
。
こ
の
二
つ
の
効
果
を
比
較
し
て
み
る
と
、
上
の
第
5
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

（
第
5
表
の
説
明
）
 
会
社
Ⅰ
と
Ⅳ
の
合
計
税
負
担
は
、
両
方
式
と
も
同
じ
で
あ
る
。
 
 
 

し
か
し
、
会
社
Ⅱ
と
Ⅲ
（
特
に
Ⅱ
）
は
指
令
案
方
式
に
よ
る
方
が
負
担
が
軽
減
さ
 
 
 

れ
る
。
会
社
Ⅳ
は
指
令
案
方
式
に
よ
っ
て
税
負
担
は
増
加
し
な
い
が
、
相
対
的
に
、
 
 
 



す
な
わ
ち
会
社
Ⅱ
、
Ⅲ
の
あ
る
べ
き
計
数
と
比
べ
て
不
利
に
な
る
。
そ
れ
は
、
会
社
Ⅱ
と
Ⅳ
は
指
令
案
方
式
で
は
同
額
の
合
計
税
負
担
で
 
 
 

あ
る
が
、
比
例
配
分
方
式
で
は
Ⅱ
が
Ⅳ
よ
り
か
な
り
高
い
こ
と
か
ら
う
か
が
い
得
る
。
 
 
 

0
0
 
第
一
〇
粂
（
再
配
当
）
及
び
第
一
一
条
（
他
加
盟
国
所
在
の
恒
久
的
施
設
か
ら
の
利
益
の
配
当
）
の
場
合
 
 
 

同
様
の
問
題
が
第
一
〇
条
文
は
第
一
一
条
の
配
当
を
し
た
場
合
の
第
九
条
（
補
完
税
及
び
予
納
税
）
 
の
補
完
税
等
に
関
し
て
生
ず
る
。
こ
 
 

の
場
合
も
同
様
の
源
資
充
当
ル
ー
ル
に
従
っ
て
処
理
さ
れ
る
。
そ
れ
に
加
え
て
、
他
の
加
盟
国
に
あ
る
恒
久
的
施
設
や
子
会
社
の
利
益
が
合
 
 

計
利
益
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
決
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
配
当
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
利
益
か
ら
比
例
配
分
基
準
に
よ
り
分
配
さ
れ
て
 
 

（
注
5
4
）
 
 

い
る
と
み
な
さ
れ
る
。
こ
れ
を
設
例
で
示
す
と
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

〔
設
例
〕
 
①
法
人
の
合
計
利
益
一
〇
〇
〇
、
②
う
ち
他
の
加
盟
国
に
あ
る
会
社
か
ら
の
受
取
配
当
一
〇
〇
、
③
う
ち
他
の
加
盟
国
に
あ
る
 
 
 

恒
久
的
施
設
の
利
益
二
〇
〇
、
④
残
り
七
〇
〇
が
法
人
の
所
在
地
国
で
の
事
業
活
動
か
ら
の
利
益
で
あ
る
と
仮
定
す
る
。
こ
の
会
社
が
 
 
 

一
〇
〇
の
配
当
を
行
っ
た
場
合
、
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
補
完
税
は
、
次
の
よ
う
に
計
算
さ
れ
る
。
 
 

〔
比
例
配
分
計
算
〕
 
 
 

①
第
一
〇
条
表
が
適
用
さ
れ
る
撃
＝
…
－
三
×
‖
－
。
 
 
 

②
第
一
妄
が
適
用
さ
れ
る
配
当
…
岩
○
×
‖
N
O
 
 
 

③
第
九
条
の
み
が
適
用
さ
れ
る
寧
…
‥
－
0
0
×
J
‖
 

郎
ざ
 
 
 

④
言
葉
を
換
え
て
言
え
ば
、
子
会
社
か
ら
の
受
取
配
当
一
〇
プ
ラ
ス
こ
の
配
当
に
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
額
が
、
第
九
条
の
規
定
に
よ
 
 

二
六
七
 
 
 



二
六
入
 
 
 

る
補
完
税
の
課
税
標
準
に
算
入
さ
れ
、
同
様
に
恒
久
的
施
設
の
利
益
二
〇
プ
ラ
ス
こ
の
利
益
に
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
額
が
第
二
粂
に
 
 
 

ょ
る
補
完
税
の
課
税
標
準
に
算
入
さ
れ
る
。
 
 
 

す
な
わ
ち
、
こ
の
源
資
充
当
ル
ー
ル
は
、
経
済
的
実
態
に
も
一
敦
し
、
か
つ
、
そ
の
結
果
も
合
理
的
で
あ
る
。
た
だ
多
国
籍
企
業
の
費
用
 
 

（
注
5
5
）
 
配
分
や
利
益
配
分
に
よ
る
挽
作
の
問
題
は
あ
る
と
み
ら
れ
る
。
 
 
 

㈱
 
比
例
配
分
基
準
 
 
 

以
上
の
説
明
で
理
解
さ
れ
た
と
思
う
が
、
源
資
充
当
ル
ー
ル
は
、
①
直
前
年
度
の
課
税
利
益
、
②
配
当
前
五
年
以
内
の
課
税
利
益
、
③
配
 
 

当
前
五
年
を
超
え
る
前
の
居
住
地
国
内
発
生
の
課
税
利
益
、
④
そ
の
他
の
利
益
の
順
で
優
先
順
位
に
よ
り
充
当
す
る
。
そ
し
て
、
①
と
②
の
 
 

場
合
の
課
税
利
益
が
⑦
国
内
発
生
利
益
、
㊥
他
加
盟
国
の
子
会
社
よ
り
の
配
当
、
0
他
加
盟
国
所
在
の
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
の
三
つ
の
 
 

部
分
よ
り
成
る
の
で
、
こ
の
⑦
、
㊥
、
0
の
三
つ
の
区
分
が
比
例
配
分
基
準
す
な
わ
ち
、
合
計
課
税
利
益
に
占
め
る
そ
れ
ぞ
れ
の
部
分
の
課
 
 

税
利
益
の
割
合
に
ょ
る
按
分
計
算
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
 
 
 

第
十
l
ニ
条
（
控
除
費
用
の
負
担
）
 
 

Ⅲ
 
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
場
合
を
除
き
、
税
額
控
除
の
財
政
上
の
費
用
は
、
配
当
を
行
う
猿
人
の
属
す
る
加
盟
 
 
 

国
が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

拗
 
第
一
項
の
規
定
は
、
配
当
受
取
人
が
公
共
の
利
益
を
目
的
と
す
る
団
体
で
あ
っ
て
、
税
額
控
除
を
受
け
る
権
利
を
有
し
な
い
場
合
 
 
 

に
も
、
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

㈹
 
あ
る
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
親
会
社
が
他
の
加
明
苗
の
居
住
者
で
あ
る
子
会
社
か
ら
の
配
当
を
更
に
配
当
す
る
場
合
に
は
、
子
 
 
 



川
 
税
額
睦
除
－
誰
が
費
用
を
負
担
す
る
か
－
 
 
 

こ
の
条
は
、
源
泉
地
国
（
配
当
支
払
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
）
が
、
税
額
控
除
の
財
政
上
の
負
担
を
負
う
こ
と
及
び
加
盟
国
間
の
財
政
上
 
 

（
注
5
6
）
 
 

の
補
償
原
則
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
第
一
項
ほ
源
泉
地
国
負
担
の
原
則
を
、
第
二
項
は
非
課
税
の
公
益
団
体
に
つ
い
て
は
住
 
 

所
地
国
で
還
付
が
行
わ
れ
得
る
の
で
第
一
項
の
準
用
を
定
め
て
い
る
。
第
三
項
は
親
会
社
が
行
う
他
の
加
盟
国
内
の
子
会
社
か
ら
の
配
当
の
 
 

再
配
当
に
つ
い
て
の
子
会
社
所
在
国
負
担
の
特
則
を
定
め
、
第
四
項
ほ
他
の
加
盟
国
に
あ
る
恒
久
的
施
設
の
利
益
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
の
 
 

第
三
項
の
準
用
を
定
め
て
い
る
。
第
五
項
は
相
互
的
な
協
定
に
よ
り
分
担
原
則
の
例
外
を
定
め
う
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
 
 

二
六
九
 
 
 

会
社
の
属
す
る
加
盟
国
ほ
、
親
会
社
の
属
す
る
加
盟
国
に
対
し
、
子
会
社
の
配
当
に
付
与
さ
れ
た
税
額
控
除
の
額
を
支
払
わ
な
け
れ
 
 
 

ば
な
ら
な
い
。
 
 

こ
の
支
払
額
は
、
子
会
社
の
配
当
額
に
対
し
、
親
会
社
の
属
す
る
加
盟
国
に
お
い
て
配
当
さ
れ
た
時
点
で
施
行
さ
れ
て
い
る
税
額
 
 
 

控
除
率
を
適
用
し
て
得
た
額
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 
 

囲
 
あ
る
加
盟
国
の
法
人
が
他
の
加
盟
国
に
所
在
す
る
恒
久
的
施
設
虹
係
る
利
益
か
ら
配
当
す
る
場
合
に
ほ
、
恒
久
的
施
設
の
所
在
す
 
 
 

る
加
盟
国
は
、
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
に
対
し
て
こ
れ
ら
の
利
益
に
付
与
さ
れ
た
税
額
控
除
の
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

こ
の
支
払
額
は
、
恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
対
し
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
に
お
い
て
配
当
の
な
さ
れ
た
時
点
で
施
行
さ
れ
て
い
 
 
 

る
税
額
控
除
率
を
適
用
し
て
得
た
額
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 
 

㈲
 
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
諸
国
ほ
、
相
互
の
協
定
に
基
づ
き
、
税
額
控
除
の
費
用
を
分
担
す
る
こ
 
 
 

と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
、
こ
の
指
令
に
定
め
る
配
当
受
取
人
の
諸
権
利
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 



二
七
〇
 
 

（
注
5
7
）
 
 
直
接
株
主
の
場
合
に
お
け
る
税
額
控
除
の
権
利
を
与
え
、
か
つ
、
財
政
上
の
補
償
を
行
う
手
続
は
、
次
の
と
お
り
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

①
 
株
主
は
、
配
当
支
払
法
人
又
は
支
払
銀
行
か
ら
配
当
と
併
せ
て
、
配
当
に
付
与
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
を
保
証
す
る
保
証
書
を
受
取
る
。
 
 
 

②
 
株
主
は
、
自
分
の
国
で
税
額
控
除
を
受
け
る
場
合
に
ほ
、
自
分
の
国
に
対
す
る
納
税
申
告
に
際
し
て
こ
の
保
証
書
を
添
付
し
な
け
れ
 
 

ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

③
 
株
主
の
居
住
地
国
は
、
財
政
上
の
補
償
を
請
求
す
る
資
料
と
し
て
、
こ
の
保
証
書
を
配
当
源
泉
地
国
（
支
払
法
人
所
在
国
）
に
送
付
 
 

す
る
。
 
 
 

拗
 
外
国
子
会
社
及
び
恒
久
的
施
設
の
利
益
に
対
す
る
特
則
 
 
 

直
接
株
主
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
に
よ
り
支
払
法
人
所
在
地
国
負
担
が
原
則
で
あ
る
。
し
か
し
、
他
の
加
盟
国
の
子
会
社
か
ら
の
配
当
を
 
 

親
会
社
が
間
接
株
主
に
再
配
当
し
た
場
合
は
、
こ
の
再
配
当
の
支
払
法
人
で
あ
る
親
会
社
の
所
在
地
国
が
負
担
す
る
の
で
は
な
く
、
子
会
社
 
 

の
所
在
地
国
が
負
担
す
る
。
な
お
、
そ
の
財
政
上
の
補
償
の
額
は
、
親
会
社
の
属
す
る
国
に
お
い
て
施
行
さ
れ
て
い
る
税
額
控
除
率
に
よ
り
 
 

決
定
さ
れ
る
最
高
限
度
額
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
の
理
由
は
、
子
会
社
の
属
す
る
国
の
税
額
控
除
率
が
親
会
社
の
属
す
る
国
の
そ
 
 

れ
よ
り
も
高
い
場
合
で
も
、
前
述
の
よ
う
に
そ
の
超
過
額
は
親
会
社
に
対
し
て
還
付
さ
れ
な
 
 

恒
久
的
施
設
に
係
る
利
益
に
つ
い
て
も
、
第
四
項
に
ょ
り
、
 
 
 

（
注
1
9
）
 
E
T
⊥
当
の
ー
p
．
告
 
 
 

（
辞
2
0
）
 
i
b
i
d
｝
p
．
合
 
 
 

（
荘
2
1
）
 
i
b
i
d
、
p
．
票
 
 
 

（
荘
2
2
）
 
i
b
i
d
〉
p
．
の
ー
 
 
 

（
荘
2
3
）
 
i
b
i
d
．
p
．
の
N
 
 

同  
様  
の  
ル  

1  

匂層  
が  
適  
用  
さ  
れ還  
る讐   0   

か
ら
で
あ
る
（
第
一
〇
条
参
照
）
。
 
 



（    （    （    （   ′‾ヽ  （  

注 注 注 注 荘 注  
40 39 38 37 36 35  ）  ＼＿ノ   ）    ）    ）    ）   

（
注
2
4
）
 
 

（
注
2
5
）
 
 

（
注
2
6
）
 
 

（
注
2
7
）
 
 

（
幹
2
8
）
 
 

（
注
2
9
）
 
 

（
注
3
0
）
 
 

（
注
3
1
）
 
 

（
注
3
2
）
 
 

（
注
3
3
）
 
 

（
注
3
4
）
 
 

i
b
i
d
－
p
．
の
N
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
罠
 
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
－
N
A
－
p
賀
a
 
N
∽
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
監
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
H
N
A
－
p
2
日
∴
Ⅹ
 
 
 

i
b
i
d
、
p
．
－
N
A
－
p
告
a
 
N
∽
 
 
 

i
b
i
d
－
P
・
－
挙
p
a
r
a
当
こ
の
計
算
式
及
び
計
算
例
が
善
か
れ
て
い
る
。
第
2
－
a
表
に
よ
る
と
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
イ
ク
リ
ー
が
E
C
指
令
 
 

案
の
範
囲
外
と
な
っ
て
い
る
。
イ
ギ
リ
ス
の
一
九
七
九
年
改
正
後
も
範
囲
外
と
な
る
。
 
 
 

i
b
i
d
）
p
．
浣
｝
T
a
E
e
 
N
 
 
 

i
b
i
d
｝
p
．
笥
 
 
 

i
b
i
d
）
p
．
－
監
－
p
a
r
a
 
N
の
 
 
 

i
b
i
d
も
・
浣
。
法
人
税
の
転
嫁
及
び
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
課
税
と
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
シ
ス
テ
ム
と
の
関
連
に
つ
い
て
は
な
お
研
空
が
必
 
 

要
と
考
え
て
い
る
。
法
人
税
の
転
嫁
に
つ
い
て
は
、
昭
和
四
六
年
八
月
の
「
税
制
調
査
会
答
申
審
議
の
内
容
と
経
過
の
説
明
」
の
一
二
七
真
に
 
 

次
頁
の
参
考
表
の
よ
う
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
そ
の
後
Ⅹ
・
M
モ
デ
ル
、
キ
ル
パ
ト
リ
ッ
ク
モ
デ
ル
に
加
え
、
ハ
ー
バ
ー
ガ
ー
モ
デ
 
 

ル
や
デ
ュ
サ
ン
ス
キ
イ
モ
デ
ル
な
ど
に
つ
い
て
古
田
清
司
、
中
井
英
雄
、
西
野
万
里
の
諸
氏
の
研
究
が
進
ん
で
い
る
。
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
－
N
r
 
p
p
H
P
料
－
p
．
芸
 
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
－
N
∽
）
 
P
a
H
a
 
N
0
0
 
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
悪
 
 

賢
d
－
p
－
3
補
完
税
の
場
合
の
設
例
が
同
貢
の
E
H
担
m
p
－
e
N
で
あ
り
、
予
納
税
の
場
合
が
同
賞
の
．
E
H
a
m
p
－
e
餌
で
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
3
 
 
 

i
b
i
d
－
p
．
コ
．
E
H
p
m
℃
－
e
 
A
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
 
 

二
七
一
 
 
 



参考表 法人税転嫁に関する各種モデル要約  

モ デ ル 名】  結  論  l批  判  等  

（1）Ratcbford－Han  
（1957・英）   

税引後収益率が法人税率の大幅  
上昇にかかわらず上昇しているの  
で，法人税の大部分は転嫁された。  

収益率や分配率に   
大きな影響を与え  
る税外要因を無視  
している。  
（税以外の財政金  

融政策，景気情勢，   
技術進歩など）  

（2）Adelman  
（1957・米）   

利子控除前の税引前法人利潤分  
配率の大幅上昇にかかわらず安定  
的なので，転嫁は足こっていない。  

（B）Ⅸryzyzaniak一   
丸任usgrave  

（1963・米）  

1 8本の方程式からなるマクロ   
モデルから，消費，在庫，売上，法   
人税以外の財政動向を勘案した   
法人粗利潤関数を導き，これに   
より転嫁率を1935－59年の間の   
データにより計卸。  

2 転嫁率は，134％（西ドイツ，   
カナダについて同モデルで計測   
した結果も100％転嫁）  

GⅣPギャップ，  

生産性賃金など他  
の要田を導入して  
計測すると，転嫁  
率が著しく変動す  
るきらいがある。  
（Goode・Slitor・  
Harberger等）  

（4）Ⅹilpatrick  
（1965・米）  

1転嫁を企業の市場支配力に依   
存するものと考え，1955－57年   
の間のデータにより計謝。  

2 転嫁率62′一92％（製造業のみ）  

支配力が高けれ  
ば，利潤が高いの  
で，税率が高いか  
ら利潤が高いとい  
いきれない。  
（Goode）  

（5）Gordon  
（1962・米）  

1企業がマーク・アップ価格影   
成を行なうと仮定して1935－59  
年の間のデ←タにより計測。  

2 転嫁率6”21％  

マーク・アップ率  
を嫁効率一杯の状  
態でみており，ま  
た，需要条件を無  
視している。  

（6）古 田 精 司  1 王（一Mモデルを1952－62年の   
問わが国全産業，製造業及び電   
力業に適用，いずれも200％超   
の転嫁率を示した。  

2 Eilpatrickモデルについて   

も，1950年と1954年の各年につ   
き32業種で試算。転嫁率130′－   
280％。  

3 GordoIlモデルにつき1929－   
41年・1952－63年の2期間につ   
いて試算。転嫁率94′－98％（た   
だし，統計的に問題がある。）  

4 自らの試論モ  
1952－63年の間  

デルによって  
のデータにより  

計測。転嫁率19～50％   



（ ′－ヽ （ ／－ヽ ′・－ヽ （ ′・－＼ （ ／－ヽ／－＼ （  （  （  （  （  （ ′′ヽ／‾＼  

注江住在住江住注江住住注江住在住江住  
5857 56 55 54 5352 51504948 47 4645 4443 4241 ＼J ） ） 、J ） ） ） ＼－ノ ） ） ） ） ＼－ノ ）  ） ） ） ）  

い
る
例
が
伝
え
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
ス
イ
ス
と
フ
ラ
ン
ス
間
は
差
額
決
済
方
式
で
一
九
七
七
年
に
す
で
に
数
億
フ
ラ
ン
を
決
済
し
、
デ
 
 

ン
マ
ー
ク
と
ド
イ
ツ
間
ほ
差
額
決
済
の
不
必
要
な
協
定
を
結
ん
だ
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
。
（
E
u
r
。
p
i
冒
丁
呂
芳
一
蕾
－
当
0
0
〉
p
・
u
C
 
 
 

i
b
i
d
〉
℃
．
記
 
 

i
b
i
d
u
 
p
．
ゴ
∵
∴
還
 
 

i
b
i
d
－
p
．
讃
）
 
T
a
b
－
e
∽
に
ょ
る
。
 
 

i
b
i
d
－
p
．
－
N
∽
、
P
a
H
a
讐
 
 

i
b
i
d
｝
p
J
N
∽
、
p
a
r
a
∽
－
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
E
臣
邑
e
に
よ
る
。
 
 

i
b
i
d
）
p
．
讃
）
 
p
一
－
N
∽
）
 
噌
a
r
a
山
一
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
謡
1
謡
）
 
p
．
－
N
∽
～
H
N
の
）
 
p
a
置
∽
N
 
 

i
♂
i
d
－
p
．
－
N
の
ー
p
a
H
a
∽
ぴ
 
 

i
b
i
d
－
p
．
↓
弓
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
－
N
の
】
 
p
賀
p
∽
隕
 
 

i
b
i
d
－
p
．
－
N
の
〉
p
a
H
a
∽
隕
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
遥
－
 
 

i
b
i
d
〉
P
．
0
0
ー
ー
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
0
0
N
〉
 
 

詳
i
d
）
p
．
0
0
N
 
 

i
b
i
d
〉
p
．
－
N
の
、
 
 

i
b
i
P
｝
p
．
－
N
∽
u
 
 

許
i
d
〉
ワ
ー
N
の
“
 
 

T
p
b
－
e
の
 
 

T
a
b
－
e
ゴ
 
T
a
b
－
e
∞
を
合
成
し
た
も
の
で
あ
る
。
 
 

E
H
か
m
p
－
e
－
N
 
 

p
a
r
P
∽
∽
 
 

p
a
r
P
∽
の
 
 

p
a
r
：
↓
〉
な
お
、
こ
の
指
令
案
は
発
効
し
て
い
な
い
が
、
す
で
に
E
C
内
の
二
か
国
間
で
補
佐
協
定
を
結
ん
で
補
償
し
て
 
 



山
 
源
泉
徴
収
税
－
通
則
及
び
そ
の
例
外
1
 
 
 

こ
の
粂
第
一
項
ほ
、
源
泉
徴
収
税
制
度
の
原
則
、
法
人
、
個
人
、
団
体
等
い
づ
れ
に
対
し
て
も
二
五
％
で
課
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
 
 

い
る
。
 
 

（
注
5
9
）
 
 
 

な
お
、
加
盟
諸
国
に
お
け
る
居
住
者
に
対
す
る
配
当
の
源
泉
徴
収
税
率
ほ
、
次
の
第
6
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
 
 
 

第
十
四
条
（
源
泉
散
収
税
）
 
 

U
 
加
盟
諸
国
と
第
三
国
と
の
間
に
締
結
さ
れ
た
租
税
条
約
の
規
定
に
従
う
場
合
を
除
き
、
各
加
盟
国
ほ
、
そ
の
国
の
法
人
に
よ
り
さ
 
 
 

れ
た
配
当
に
対
し
、
配
当
受
取
人
が
誰
で
あ
っ
て
も
、
二
五
％
の
源
泉
徴
収
税
を
課
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

拗
 
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
国
は
、
各
加
盟
国
の
居
住
者
で
あ
る
親
会
社
に
対
す
る
子
会
社
の
配
当
に
つ
い
て
、
源
泉
 
 
 

徴
収
税
を
課
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

㈱
 
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
諸
国
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
場
合
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
加
盟
国
の
居
住
者
に
対
し
 
 
 

て
支
払
わ
れ
る
配
当
に
つ
い
て
、
源
泉
徴
収
税
を
課
さ
な
い
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

－
配
当
受
取
人
の
氏
名
、
住
所
及
び
受
殴
配
当
額
が
税
務
行
政
当
局
に
対
し
て
自
動
的
に
通
知
さ
れ
る
場
合
 
 

－
配
当
法
人
の
資
本
に
対
す
る
そ
の
持
分
を
表
示
す
る
有
価
証
券
が
、
所
有
者
名
義
で
登
録
さ
れ
て
い
る
場
合
 
 

四
 
配
当
に
対
す
る
源
泉
徴
収
税
に
関
す
る
規
定
 
 



こ
の
源
泉
徴
収
税
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
 
 

（
注
6
3
）
 
 

過
ぎ
て
い
る
と
の
批
判
も
あ
る
。
 
 

第6表 EC各国の配当に対する源泉徴収税率  
拗
 
源
泉
徴
収
税
－
目
的
と
問
題
点
1
 
 

源
泉
徴
収
税
の
目
的
に
関
し
て
ほ
、
次
の
よ
う
に
考
え
れ
ら
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
イ
ン
ビ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ソ
方
式
の
下
で
の
法
人
税
と
配
 
 

二
七
五
 
 
 

国  名】  源泉徴収税率  

ベ ル ギ ー   

ア ン マ ー ク   

西 ド イ ツ   

フ ラ ン′ ス   

アイルランド   

イ ダ リ ー   

ルクセンプルグ   

オ‾ ラ ン ダ   

イ ギ リ ス   

20％  

30％  

25％  

0  

0  

10％（一般）  
（源泉分離選択課税は30％）  

15％  

25％  

0％  

第
6
表
の
よ
う
に
、
全
然
そ
れ
を
有
し
て
い
な
い
国
も
あ
る
の
に
、
指
令
案
は
簡
単
に
取
扱
い
 
 

な
お
、
こ
の
二
五
％
は
、
受
取
配
当
プ
ラ
ス
税
額
控
除
額
の
二
五
％
で
な
く
、
 
 

受
取
配
当
額
の
二
五
％
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
グ
ロ
ス
・
ア
ッ
プ
後
配
当
に
対
 
 

し
て
は
妄
％
（
鮎
司
）
か
ら
一
入
％
（
訴
）
と
な
る
（
二
五
二
頁
 
 

第
2
－
b
表
の
最
高
、
最
低
参
照
）
。
な
お
、
相
互
協
定
で
第
三
国
の
居
住
者
に
対
 
 

し
、
加
盟
国
の
居
住
者
よ
り
、
低
い
税
率
に
よ
る
課
税
を
認
め
る
こ
と
ほ
、
第
六
 
 

（
注
6
0
）
 
条
に
違
反
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
 
 
 

第
二
項
は
、
子
会
社
か
ら
親
会
社
に
対
し
て
配
当
が
行
わ
れ
る
場
合
に
お
け
る
 
 

例
外
を
定
め
て
い
る
。
親
会
社
は
こ
の
所
得
に
対
し
て
課
税
さ
れ
な
い
の
で
あ
る
 
 

（
注
6
1
）
 
 

か
ら
、
源
泉
徴
収
の
必
要
も
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
 
 
 

第
≡
項
は
、
一
定
の
要
件
を
み
た
す
場
合
の
源
泉
徴
収
税
の
課
税
除
外
で
あ
る
。
 
 

加
盟
各
国
の
税
務
機
関
が
配
当
受
取
人
を
確
認
で
き
る
状
態
に
あ
れ
ば
、
脱
税
の
 
 

危
険
は
な
い
。
第
≡
項
は
こ
の
よ
う
な
場
合
に
つ
い
て
、
各
国
に
対
し
て
源
税
徽
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
注
6
2
）
 
収
税
 

制
度
を
適
用
し
な
い
こ
と
を
認
め
て
い
る
。
 
 



二
七
六
 
 

当
受
取
人
に
認
め
ら
れ
て
い
る
税
額
控
除
の
制
度
は
、
源
泉
徴
収
税
と
同
じ
様
な
効
果
を
も
っ
て
い
る
。
そ
れ
は
源
泉
徴
収
税
制
度
と
同
様
 
 

に
、
受
取
人
の
最
終
租
税
負
担
の
前
払
い
と
そ
の
調
整
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
こ
に
提
案
さ
れ
た
法
人
税
制
を
補
完
す
る
た
め
に
源
泉
徴
収
 
 

税
制
度
が
必
要
で
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
問
題
が
生
ず
る
。
E
C
の
委
員
会
は
、
脱
税
の
防
止
の
た
め
に
ほ
、
源
泉
徴
収
税
制
度
が
絶
対
に
 
 

（
注
6
4
）
 
必
要
で
あ
る
と
の
見
解
を
も
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
第
八
条
に
定
め
る
税
額
控
除
は
、
課
税
所
得
の
お
よ
そ
三
分
の
一
（
法
人
税
率
、
税
額
 
 

控
除
率
と
も
五
〇
％
の
と
き
の
 

雛
）
を
源
泉
で
控
除
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
多
く
の
警
に
ほ
、
そ
れ
よ
り
も
高
い
所
得
税
率
が
適
 
 

用
さ
れ
る
の
で
、
課
税
の
公
平
が
こ
れ
に
よ
っ
て
十
分
に
確
保
さ
れ
て
い
る
と
望
一
口
い
難
い
と
い
う
考
え
方
に
基
づ
い
て
い
る
。
 
 
 

E
C
の
委
員
会
が
脱
税
の
防
止
を
目
指
し
て
い
る
以
上
、
源
泉
に
お
い
て
よ
り
多
く
の
合
計
控
除
を
行
う
こ
と
が
絶
対
に
必
要
で
あ
る
。
 
 

そ
の
た
め
に
、
委
員
会
は
配
当
に
対
す
る
二
五
％
の
源
泉
徴
収
税
の
導
入
を
提
案
し
て
い
る
と
説
明
す
る
。
こ
れ
は
そ
の
効
果
に
お
い
て
課
 
 

（
注
6
5
）
 
 

税
所
得
の
五
〇
％
程
度
を
源
泉
で
合
計
控
除
す
る
こ
と
に
等
し
い
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
指
令
案
に
よ
れ
ば
、
最
低
五
入
％
（
会
読
＋
（
－
吉
－
芭
×
N
芸
）
、
最
高
六
六
％
（
∽
貰
＋
（
丈
岩
丁
∴
㌫
）
×
N
貰
）
 
 

の
合
計
負
担
を
課
す
る
こ
と
と
な
り
、
高
過
ぎ
る
の
で
は
な
い
か
と
の
批
判
も
あ
る
。
と
く
に
第
三
国
投
資
や
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
投
資
 
 

（
注
6
6
）
 
 

問
題
に
関
連
し
て
、
そ
の
こ
と
が
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
 
 
 

こ
の
条
は
、
第
七
条
と
同
じ
で
、
指
令
案
の
定
義
上
配
当
と
さ
れ
て
い
な
い
も
の
（
無
償
交
付
株
式
や
清
算
分
配
金
等
）
に
つ
い
て
源
泉
 
 
 

第
十
五
条
（
定
義
外
配
当
）
 
 
 

加
盟
国
が
第
二
条
で
い
う
配
当
に
該
当
し
な
い
利
益
の
分
配
に
対
し
て
源
泉
徴
収
税
を
課
し
て
い
る
場
合
に
は
、
こ
の
指
令
の
源
泉
 
 

徴
収
税
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。
 
 



徴
収
税
を
課
す
る
と
き
に
は
、
こ
の
指
令
案
の
規
定
に
従
い
税
率
等
を
定
め
る
べ
き
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
る
。
 
 
 

こ
の
粂
第
一
項
は
、
源
泉
徴
収
税
額
の
最
終
税
額
か
ら
の
控
除
及
び
還
付
を
定
め
て
い
る
。
第
二
項
は
中
立
性
阻
害
の
場
合
の
還
付
不
適
 
 

用
の
規
定
で
あ
る
。
 
 
 

源
泉
徴
収
税
制
度
ほ
配
当
受
取
人
の
最
終
税
負
担
の
前
払
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
税
額
は
最
終
税
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
 
 

か
、
又
は
配
当
受
取
人
に
還
付
さ
れ
る
の
が
当
然
で
あ
る
。
こ
の
一
般
原
則
が
第
一
項
で
述
べ
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
が
、
さ
ら
に
第
一
 
 

二
七
七
 
 
 

第
十
六
条
（
最
終
税
額
と
の
関
連
）
 
 

川
 
第
一
四
条
に
よ
り
源
泉
徴
収
さ
れ
た
税
額
ほ
、
配
当
受
取
人
が
配
当
に
関
し
て
課
さ
れ
る
所
得
又
ほ
利
益
に
対
す
る
租
税
の
額
か
 
 
 

ら
控
除
さ
れ
る
。
 
 
 

前
段
に
規
定
す
る
所
得
又
ほ
利
益
に
対
す
る
租
税
の
課
税
を
行
う
加
盟
国
は
、
源
泉
徴
収
さ
れ
た
税
額
が
所
得
又
は
利
益
に
対
す
 
 
 

る
税
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
過
額
を
、
ま
た
、
そ
の
配
当
受
取
人
に
所
得
又
ほ
利
益
に
対
す
る
税
額
が
な
い
場
合
に
は
、
 
 
 

源
泉
徴
収
税
額
の
全
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
還
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

佃
 
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
源
泉
徴
収
額
の
還
付
が
課
税
の
中
立
性
の
原
則
と
両
立
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
加
 
 
 

盟
国
は
、
そ
の
加
盟
国
に
お
い
て
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
課
税
を
受
け
な
い
者
に
対
し
、
源
泉
徴
収
税
額
を
還
付
し
て
は
な
ら
な
 
 

ヽ
 
0
 
 

－
∨
 
 
 

理
事
会
ほ
、
必
要
が
あ
れ
ば
委
員
会
提
案
に
対
す
る
有
効
多
数
決
に
よ
り
、
本
条
の
適
用
に
必
要
な
準
則
を
採
択
す
る
も
の
と
す
 
 
 

る
。
 
 



こ
の
粂
は
、
源
泉
徴
収
税
に
関
す
る
加
盟
諸
国
間
の
財
政
上
の
補
償
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
。
税
額
控
除
に
関
す
る
補
償
を
定
め
る
第
一
 
 

三
条
に
類
似
し
て
お
り
、
は
ぼ
同
じ
考
え
方
に
基
づ
い
て
定
め
ら
れ
て
い
る
。
 
 
 

（
注
5
9
）
 
E
T
⊥
警
車
p
．
－
寧
p
p
H
a
声
f
。
。
t
n
。
t
：
○
そ
の
後
の
改
正
も
補
正
し
て
蓑
を
作
成
し
て
い
る
。
 
 
 

二
七
八
 
 

項
で
ほ
、
納
税
者
の
便
宜
を
考
え
て
、
配
当
受
取
人
の
居
住
地
国
が
還
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
定
め
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
居
 
 

（
注
6
7
）
 
 

任
地
国
は
第
一
七
条
の
定
め
に
従
っ
て
、
源
泉
地
国
よ
り
財
政
上
の
補
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
 
 
 

第
二
項
は
、
生
ず
る
か
も
知
れ
な
い
乱
用
に
備
え
て
、
原
則
に
対
す
る
例
外
を
定
め
、
還
付
し
な
い
で
よ
い
こ
と
と
し
て
い
る
。
第
二
項
 
 

は
、
個
人
や
法
人
税
が
課
税
さ
れ
る
法
人
に
対
し
て
は
適
用
さ
れ
ず
、
非
課
税
団
体
に
対
し
て
の
み
適
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
説
明
さ
れ
 
 
 

（
注
6
8
）
 
 

て
い
る
。
 
 
 

第
十
七
条
（
源
泉
徴
収
税
の
負
担
）
 
 

川
 
あ
る
加
盟
国
に
お
い
て
徴
収
さ
れ
た
源
泉
徴
収
税
額
が
、
そ
の
他
の
加
盟
国
に
お
い
て
税
額
控
除
又
は
還
付
が
さ
れ
た
場
合
に
限
 
 
 

り
、
源
泉
徴
収
税
の
徴
収
を
行
っ
た
国
ほ
、
そ
の
税
額
控
除
又
は
還
付
が
さ
れ
た
他
の
加
盟
国
に
対
し
て
、
源
泉
徴
収
税
額
を
支
払
 
 
 

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

側
 
第
一
項
の
競
走
は
、
所
得
又
は
利
益
に
対
す
る
税
額
が
、
源
泉
散
収
税
額
に
一
致
す
る
と
み
な
さ
れ
る
場
合
、
又
は
源
泉
徴
収
税
 
 
 

額
に
制
限
さ
れ
る
▲
場
合
に
も
、
適
用
さ
れ
る
。
 
 

㈱
 
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
諸
国
は
、
相
互
の
協
定
に
基
づ
き
、
源
泉
徴
収
税
額
を
分
担
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
 
 
 

し
、
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
、
こ
の
指
令
に
定
め
る
配
当
受
取
人
の
諸
権
利
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 



こ
の
粂
は
、
極
少
額
の
場
合
の
還
付
省
略
を
認
め
る
た
め
の
規
定
で
あ
る
。
 
 

現
在
の
E
C
諸
国
の
実
例
で
ほ
、
フ
ラ
ン
ス
で
一
万
フ
ラ
ン
以
下
、
西
ド
イ
ツ
で
一
、
0
0
0
マ
ル
ク
以
下
が
還
付
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
 
 
 

（
注
6
9
）
 
 

っ
て
い
る
 

二
七
九
 
 
 

第
十
八
条
（
極
少
額
の
還
付
省
略
）
 
 
 

こ
の
指
令
の
規
定
は
、
行
政
活
動
の
軽
減
の
た
め
に
、
当
額
金
額
が
非
常
に
少
額
で
あ
る
税
額
控
除
額
又
は
源
泉
徴
収
税
額
の
還
付
 
 

を
認
め
な
い
こ
と
と
す
る
国
内
規
定
の
適
用
を
、
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。
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税
額
控
除
及
び
源
泉
徴
収
税
に
共
通
す
る
規
定
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P
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i
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H
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i
b
i
d
〉
p
．
－
当
－
p
p
r
p
念
 
 



配
当
受
取
人
の
属
す
る
加
盟
国
は
、
税
額
控
除
を
認
め
る
と
す
れ
ば
不
当
な
優
遇
と
な
る
と
考
え
る
場
合
に
は
、
税
額
控
除
を
認
め
な
い
 
 

こ
と
が
で
き
る
。
ど
う
い
う
場
合
を
不
当
な
優
遇
と
す
る
か
は
、
例
え
ば
、
①
配
当
が
行
わ
れ
る
直
前
に
株
式
を
取
得
し
た
場
合
、
②
株
式
 
 

（
注
7
0
）
 
 

が
個
人
か
ら
企
業
に
移
さ
れ
た
場
合
等
が
あ
る
が
、
加
盟
国
間
で
見
儲
ほ
必
ず
し
も
一
致
し
て
い
な
い
。
配
当
受
取
人
の
属
す
る
加
盟
国
が
 
 

税
額
控
除
を
認
め
る
場
合
に
ほ
、
源
泉
地
の
属
す
る
加
盟
国
が
自
国
で
は
そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
税
額
控
除
を
認
め
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
 
 

と
き
で
も
、
そ
の
加
盟
国
に
対
し
、
第
〓
ニ
条
に
基
づ
く
財
政
上
の
補
償
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。
同
様
 
 

の
こ
と
は
、
源
泉
徴
収
税
に
つ
い
て
も
適
用
さ
れ
る
。
 
 
 

わ
が
国
で
は
、
短
期
保
有
株
式
の
受
板
配
当
益
金
不
算
入
除
外
の
規
定
が
あ
り
、
配
当
計
算
期
末
前
一
月
以
内
些
買
入
れ
、
か
つ
、
そ
の
 
 

期
末
後
二
月
以
内
鱒
売
却
し
た
も
の
は
、
益
金
算
入
さ
れ
て
し
ま
う
。
こ
れ
な
ど
不
当
優
遇
を
受
け
な
い
こ
と
と
す
る
た
め
の
措
置
に
入
る
 
 

で
あ
ろ
う
。
 
 

（
注
6
9
）
 
E
T
⊥
当
の
，
p
．
－
○
の
 
 

（
荘
7
0
）
 
i
b
i
d
｝
p
一
－
N
ゴ
p
p
r
P
監
 
 
 

第
十
九
条
（
控
除
又
は
還
付
の
不
適
用
）
 
 
 

こ
の
指
令
の
規
定
は
、
配
当
受
取
人
が
不
当
な
優
遇
を
受
け
る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
に
、
税
額
控
除
又
は
源
泉
徴
収
税
の
控
除
又
は
還
 
 

付
を
認
め
な
い
こ
と
と
す
る
国
内
規
定
の
適
用
を
、
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。
 
 



第
二
十
条
（
経
過
的
補
完
税
等
）
 
 

川
 
親
会
社
が
、
第
二
二
条
に
定
め
る
日
付
け
前
に
子
会
社
よ
り
受
取
っ
た
配
当
を
、
そ
の
日
付
け
後
に
再
配
当
す
る
場
合
に
は
、
親
 
 
 

会
社
の
属
す
る
加
盟
国
ほ
、
第
九
粂
第
一
項
に
規
定
す
る
補
完
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

第
一
〇
条
第
一
項
及
び
第
一
三
条
第
三
項
の
規
定
ほ
、
親
会
社
の
属
す
る
加
盟
国
と
子
会
社
の
属
す
る
加
盟
国
と
の
間
に
協
定
が
 
 
 

締
結
さ
れ
て
い
る
場
合
に
の
み
適
用
す
る
。
 
 

仏
 
法
人
が
、
第
二
二
条
に
定
め
る
日
付
け
前
に
恒
久
的
施
設
に
よ
り
穣
得
し
た
利
益
を
、
そ
の
日
付
け
後
に
配
当
す
る
場
合
に
は
、
 
 
 

そ
の
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
は
、
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
補
完
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

第
一
一
条
及
び
第
一
三
条
第
四
項
の
規
定
は
、
法
人
の
属
す
る
加
盟
国
と
恒
久
的
施
設
の
所
在
す
る
加
盟
国
と
の
間
に
協
定
が
締
 
 
 

結
さ
れ
て
い
る
場
合
に
の
み
適
用
す
る
。
 
 

㈲
 
加
盟
諸
国
は
、
こ
の
指
令
の
告
知
の
日
付
け
よ
り
三
か
月
以
内
に
、
委
員
会
に
対
し
、
そ
の
日
付
け
の
時
点
で
施
行
さ
れ
て
い
る
 
 
 

第
三
粂
第
二
項
前
段
に
規
定
す
る
特
別
規
定
に
つ
い
て
、
通
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

委
員
会
は
、
こ
の
通
告
の
日
付
け
よ
り
六
〇
日
以
内
に
、
加
盟
諸
国
に
対
し
て
、
そ
れ
ら
の
特
別
規
定
に
対
す
る
委
員
会
の
立
場
 
 
 

を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

六
 
経
 
過
 
規
 
定
 
 



二
八
二
 
 
 

本
条
第
一
項
は
、
施
行
日
前
受
取
り
の
子
会
社
配
当
を
施
行
日
以
後
に
再
配
当
し
た
場
合
の
補
完
税
の
課
税
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
 
 

第
二
項
は
、
施
行
日
前
に
稼
得
し
た
恒
久
的
施
設
の
利
益
を
施
行
日
後
に
配
当
し
た
場
合
の
補
完
税
の
課
税
を
規
定
し
て
い
る
。
第
三
項
は
 
 

施
行
日
前
に
行
わ
れ
て
い
る
経
済
政
策
等
に
よ
る
軽
減
法
人
税
率
等
の
通
知
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
 
 
 

親
会
社
叉
木
店
が
こ
の
政
令
の
施
行
後
に
配
当
を
行
っ
た
が
、
こ
の
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
よ
り
、
第
一
〇
粂
、
第
一
一
条
が
適
用
さ
れ
 
 

な
い
場
合
に
は
、
親
会
社
又
は
本
店
の
属
す
る
国
は
、
配
当
に
付
与
さ
れ
る
税
額
控
除
の
資
金
の
充
当
を
す
る
た
め
に
補
完
税
を
課
す
る
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
こ
の
指
令
の
施
行
前
に
稼
得
し
た
国
内
源
泉
利
益
の
配
当
に
つ
い
て
は
、
配
当
源
資
で
あ
る
利
益
が
第
三
条
第
一
項
に
定
め
る
 
 

（
注
7
1
）
 
下
限
の
税
率
よ
り
も
低
い
税
率
で
課
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
必
ず
補
完
税
又
ほ
予
納
税
を
課
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
 
 

（
注
7
1
）
 
E
T
⊥
笥
の
〉
p
．
－
当
－
p
賀
a
念
 
 

第
こ
十
一
条
（
E
C
内
平
等
の
原
則
）
 
 
 

E
E
C
条
約
第
九
二
条
の
規
定
の
適
用
を
妨
げ
る
こ
と
な
く
、
あ
る
加
盟
国
の
居
住
者
ほ
、
他
の
加
盟
国
に
属
す
る
法
人
よ
り
配
当
 
 

を
受
け
た
場
合
に
は
、
そ
の
居
住
地
国
に
お
い
て
居
住
地
国
の
法
人
よ
り
配
当
を
受
け
た
場
合
に
比
べ
て
、
よ
り
不
利
な
課
税
上
の
取
 
 

扱
い
を
受
け
、
又
は
こ
れ
に
関
し
て
何
ら
か
の
追
加
的
負
担
を
要
求
さ
れ
る
こ
と
ほ
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
老
の
居
住
地
国
が
第
一
三
 
 

条
又
は
第
一
七
条
の
た
め
に
課
す
る
負
担
は
例
外
と
す
る
。
 
 
 

七
 
補
 
 



こ
の
条
は
、
採
択
の
年
の
三
年
後
の
一
月
一
日
に
必
要
な
手
続
を
済
ま
せ
て
施
行
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
、
二
項
で
国
内
法
改
正
の
主
 
 

要
条
文
の
通
告
義
務
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
 
 

こ
の
規
定
は
、
税
額
控
除
又
は
源
泉
徴
収
税
の
取
扱
い
に
限
定
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
広
く
か
つ
一
般
的
な
無
差
別
の
原
則
を
定
め
る
も
 
 

の
と
な
っ
て
い
る
。
あ
る
加
盟
国
の
居
住
者
が
他
の
加
盟
国
の
源
泉
よ
り
受
取
る
配
当
は
、
加
盟
国
の
源
泉
よ
り
受
取
る
類
似
の
配
当
に
比
 
 

べ
て
不
利
に
取
扱
わ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
無
差
別
の
原
則
は
配
当
受
取
人
の
属
す
る
加
盟
国
が
源
泉
地
国
よ
り
財
政
上
の
補
償
を
受
け
る
権
 
 

（
注
7
2
）
 
 

利
を
確
立
す
る
た
め
に
必
要
な
場
合
に
も
適
用
さ
れ
る
。
 
 
 

慣
例
的
な
指
令
の
施
行
地
域
（
地
域
管
轄
）
の
規
定
で
あ
る
。
 
 
 

（
注
7
2
）
 
E
T
⊥
笥
の
ー
p
．
－
N
↓
｝
p
a
r
p
会
 
 
 

第
二
十
t
一
条
（
三
年
以
内
施
行
）
 
 

凹
 
加
盟
諸
国
は
、
こ
の
指
令
の
採
択
の
年
よ
り
三
年
後
の
一
月
一
日
ま
で
に
、
こ
の
指
令
の
規
定
の
施
行
の
た
め
に
必
要
な
立
法
上
 
 
 

及
び
行
政
上
の
諸
規
定
を
施
行
し
、
か
つ
、
こ
れ
を
直
ち
に
委
員
会
に
対
し
て
、
通
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

㈲
 
加
盟
諸
国
は
、
こ
の
指
令
が
適
用
さ
れ
る
領
域
内
で
採
用
し
た
国
内
法
の
主
要
規
定
の
条
文
を
、
委
員
会
に
対
し
て
通
告
し
な
け
 
 
 

れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

第
一
t
十
三
条
（
適
用
範
囲
）
 
 

こ
の
指
令
は
、
加
盟
諸
国
に
対
し
て
発
令
さ
れ
る
。
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